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研究活動Ⅰ

（はじめに）

昨今、養護学校や特殊学級に在籍する児童生徒が増加する傾向にある。一方で、通常の学

級に在籍する児童生徒に対するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等への教育的支援を行うため

の総合的な体制の整備も喫緊の課題となっている。こうした状況下において、特殊教育から

特別支援教育への制度転換が国の大きな政策的課題となっている。

本研究所は、我が国唯一の特殊教育のナショナルセンターとして、こうした国の政策的課

題や教育現場の喫緊の課題について、柔軟かつ迅速に対応する研究を実施することを基本的

な使命とし、そのための実際的かつ総合的な研究を実施してきた。戦略的・機動的な活動の

展開を進めるために、本研究所においては平成１６年度から組織を再編し、障害種別等によ

る研究部中心の体制から業務別の体制に移行し、障害種別にとらわれない横断的なチーム編

成により、政策課題に積極的に取り組んできたところである。本年度においても政策的ニー

ズの高い課題や喫緊の課題を研究テーマとして設定するに当たり、文部科学省、都道府県等

教育委員会、特殊教育センターなどへのニーズ調査を積極的に実施し、それらの意見を取り

入れた課題設定を行うことでナショナルセンターとしての研究の高度化を図った。なお、平

成１６年度に導入した研究パートナー制度については現場の関心も高まっている。

本年度は組織再編２年目として、以下のように研究を実施した。

①総合的・横断的な体制による政策や喫緊の課題に対応した研究を行うプロジェクト研究

②教育現場や障害種別においてニーズが高い専門分野に特化した研究を行う課題別研究

③大学や他の研究機関等と連携を強化し、障害のある子どもの教育に関する研究の充実に

資するための共同研究

④各部門等において行う調査研究

研究の推進については、文部科学省の関係者を招いて、全研究職員による研究活動の中間

報告会を実施するなど、各研究チームの進捗状況を相互に把握するとともに、より一層貢献

度の高い研究成果の達成を目指して情報交換に努めた。

研究成果のアウトプットについては、研究所セミナーでの報告や研究所ホームページでの

公開などにより、迅速に行うとともに、報告書による成果報告だけではなく、マニュアルや

ガイドブックを作成するなど、より教育現場の実践に役立つものを提供した。

１ 組織再編後の研究体制について

本年度は組織再編２年目として、研究の一層の推進に努力し、新体制化での研究成果を以

下のようにまとめた。

（１）政策研究に向けた総合的・横断的研究体制－プロジェクト研究－

国の政策的課題として重要度の高い研究や教育現場のニーズ等に基づく緊急の課題に

関する実際的で総合的研究については 「プロジェクト研究」として、業務体制を横断、

した形態で期限を定めたプロジェクト・チームを編成して実施した。

本年度は別記の通り、プロジェクト研究として７課題に取り組んだ。

（２）教育現場の喫緊のニーズに対応する専門性の高い研究体制－課題別研究－

教育現場等のニーズに応じた優先度の高い障害種別等に対応した研究課題及び喫緊度
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の高いより専門的な研究課題等については 「課題別研究」として採択制により期限を、

定めたチーム編成で実施、運営した。研究チームは、それぞれの障害領域を専門とする

スタッフや研究課題に関わる分野を専門とするスタッフで構成された。

（３）大学、他機関との連携研究体制－共同研究、研究パートナー制度の活用－

新組織における研究体制として、国内においては、大学、教育研究機関、関連諸学校

などの関連機関との連携・協力をより強化し、本研究所の資源を有効に活用しながら相

互に情報提供・収集を行うとともに研究を展開していくことを目指している。

こうした観点から、平成１６年度から、本研究所の実際的・総合的研究と大学、国立

大学共同利用機関、医療・福祉機関等（以下「大学等」という ）における基礎的・理。」

論的研究を融合し、障害のある子どもの教育に関する研究の充実に資するため、共同研

究、研究パートナー制度を導入したところであるが、本年度も引き続き、その充実発展

に努めてきた。

《共同研究》

本研究所の職員と大学等の研究組織・研究者との相互連携による共同研究により、障

害のある子どもの教育に関する実践的研究のより効果的な研究成果の向上を図るととも

に基礎的研究と実践的研究との有機的な連関を促進することを目的として実施されるも

のである。

「共同研究実施規則」に従って、所内より共同研究についての希望を募り、審査及び

所定の手続きを経て、本年度は６課題について実施した。

《研究パートナー》

平成１６年度から、本研究所と共同で研究をすることを希望する機関を「研究パート

ナー」として全国から広く募集して実施している。１７年度においてもプロジェクト研

究について、より一層、教育現場のニーズに対応した研究を推進するために実施した。

このことにより、当研究所と研究パートナーが、相互に課題意識、研究方法、研究資

源などを共有することにより、より意義のある研究を推進した。

募集の対象は、都道府県・政令指定都市教育委員会、附属学校をもつ国立大学法人、

及びこれらの機関より推薦のあった都道府県・政令指定都市特殊教育センターあるいは

教育センター、盲・聾・養護学校、幼稚園、小・中学校、高等学校としている。

１７年度実施の研究パートナーは以下のとおりである。

研究課題（プロジェクト研究） 研究期間 研究代表者 研究パートナー

養護学校等における自閉症を併せ有す 小塩 允護 福岡教育大学障害児教育講座･障害児

る幼児児童生徒の特性に応じた教育的 治療教育センター（教育支援研究

）支援に関する研究 －知的障害養護学 15～17年度 部総合研究官

校における指導内容、指導法、環境整

備を中心に－

小中学校に在籍する特別な配慮を必要 渥美 義賢 鳥取県西伯郡名和町立名和小学校

（教育支援研究とする児童生徒の指導に関する研究 15～17年度

）－ＬＤ、ＡＤＨＤの指導法を中心に－ 部総合研究官
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特別支援教育コーディネーターに関す 松村 勘由 ・北海道教育大学附属養護学校

る実際的研究 ・札幌市教育センター（教育研修情報部

16～17年度 ・水戸市立上大野小学校総括主任研究官）

・福岡教育大学障害児教育講座･障害

児治療教育センター

小中学校における障害のある子どもへ 藤本 裕人 熊本県鹿本郡植木町立植木北中学校

（企画部総括主の教育の支援体制に関する研究 16～18年度

任研究官）

「個別の教育支援計画」の策定に関す 西牧 謙吾 秋田県立大曲養護学校

（教育支援研究る実際的研究 16～17年度

）部総合研究官

拡大教科書作成システムの開発とその 千田 耕基 千葉県立盲学校

（教育支援研究教育効果の実証的研究 16～18年度

部長）

《研究協力者・機関》

プロジェクト研究、課題別研究等において、研究協力者・機関との連携は非常に重要

であることから、①情報・資料提供、②指導・助言、③共同開発・研究、④開発した指

導法・試作の実践、⑤教材開発などの協力を得ることにより、実践的・実際的な研究の

円滑な推進を図っている。

なお、各研究協力者・機関のより積極的な協力を得られるよう、適時研究協議会を開

催している。平成１７年度は延べ５５回の研究協議会を開催した。

各研究における研究協力者・機関数は次のとおり。

プロジェクト研究 協力者 ８２人 協力機関 ３２機関

課 題 別 研 究 協力者 ９７人 協力機関 ６４機関

調 査 研 究 協力者 １２人 協力機関 １機関

合 計 協力者 １９１人 協力機関 ９７機関

（協力者内訳） 協力機関内訳）(
学校関係 ７７人 学校関係機関 ６９機関

大学・研究所関係 ３２人 大学・研究所 ２機関

都道府県関係 ２０人 都道府県機関 ７機関

医療関係 ２０人 医療機関 １１機関

福祉・労働関係 ９人 福祉・労働関係機関 ４機関

文部科学省 １６人 民間 ４機関

その他 １７人

合 計 １９１人 ９７機関
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（４）客員研究員

客員研究員については、教育支援研究部（医療・福祉連携担当）に１名配置し、慢性

疾患児（不登校や心身症も含む）の自己管理に関する研究を行った。

（５）その他

① 研究活動に係る倫理審査システムについて

本研究所が行う研究においては、倫理的及び科学的な観点から人間の尊厳と人権を

尊重しつつ研究を適正に実施することが強く求められるものである。

本研究所では、平成１６年度から「独立行政法人国立特殊教育総合研究所に関する

倫理要項」を策定し、研究活動に係る倫理審査システムを導入している。

② 課題に対応した研究予算の配分等の状況について

研究予算の配分にあたっては、当該研究チームの代表者あるいは担当者に対して、

研究計画と経費調書に基づいて、理事、総務部長、会計課による所内ヒアリングを実

施し、効果的な研究予算配分を実施した。

平成１７年度は、より一層の適切な予算配分のため、企画部・研究企画担当が参画

して査定を行った。

③ エフォート調査の導入について

「エフォート」とは、研究者の年間の全仕事時間を100％とした場合の当該研究の

「実施に必要とする時間の配分率（％ 」のことで 「国の研究開発評価に関する大綱） 、

的指針 （平成13年11月28日内閣総理大臣決定）に明示されている。前年度に引き続」

き本年度においてもエフォート調査を試験的に実施した。

２ 研究活動の実施状況

本研究所の中期計画には、国の施策に寄与する研究の一層の充実を図るために行うべき研

究課題を設定している。中期計画が開始された平成１３年度より、プロジェクト研究、課題

別研究等を通じて、それらの研究課題に積極的に取り組んできた。

本年度については、以下のように、各研究課題に対応した研究を実施し研究成果を報告し

た。

○ 学習指導要領の実施状況に関する調査研究、教育課程及び学習指導上の課題に関する

こと

（対応するプロジェクト研究）

・ 養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた教育的支援に「

関する研究－知的障害養護学校における指導内容、指導法、環境整備を中心に－」

・ 拡大教科書作成システムの開発とその教育効果の実証的研究」「

（対応する課題別研究）

・ 聾学校におけるコミュニケーション手段に関する研究－教職員の手話の活用能力の「

向上と、これを用いた指導の在り方の検討－」

・ 言語に障害のある子どもへの教育的支援に関する研究－吃音のある子どもの自己肯「

定感形成を中心に－」

「 」・ 知的障害教育における領域・教科を合わせた指導と教師の専門性向上に関する研究

・ 慢性疾患児（心身症や不登校を含む）の自己管理支援のための教育的対応に関する「

研究」

・ 神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害等のある児童生徒への教育的支援に関す「

る研究」
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・ 脳科学と障害のある子どもの教育に関する研究」「

・ 重複障害のある児童生徒の教育課程の構築に関する実際的研究」「

・ 盲・聾・養護学校高等部における情報教育のカリキュラムに関する研究」「

・ 聴覚障害乳幼児に対する早期からの教育的支援」「

・ ターミナル期における教育的・心理的対応に関する研究－子どもとともにある教育「

を目指して－」

・ 特別な教育的ニーズのある児童生徒のためのＩＣＴを活用した教材・教具の開発と「

普及」

・ 肢体不自由のある子どもの指導及び支援に関する研究－自立活動の手引き書の作成「

－」

・盲・聾・養護学校における医療的ケアに関する実際的研究

（具体的な研究成果等）

・自閉症教育実践ケースブック－より確かな指導の追究－

・拡大教科書

・肢体不自由のある子どもの自立活動の手引き

生活単元学習を実践する教師のためのガイドブック・

盲・聾・養護学校高等部のための情報教育ガイドブック・

・他、上記の研究成果報告書

○ 通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の指導及び指導体制に対する課題への対応

状況

（対応するプロジェクト研究）

・ 小・中学校における障害のある子どもへの教育の支援体制に関する研究」「

・ 個別の教育支援計画』の策定に関する実際的研究」「『

（対応する課題別研究等）

・ 神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害等のある児童生徒への教育的支援に関す「

る研究」

（具体的な研究成果等）

・小・中学校における子どもへのアプローチ

・他、上記の研究成果報告書

○ ＬＤ、ＡＤＨＤ等の教育内容・方法に関する課題への対応状況

（対応するプロジェクト研究）

「 、・ 小・中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導に関する研究－ＬＤ

ＡＤＨＤの指導法を中心に－」

（対応する課題別研究等）

・ 高等教育機関における発達障害のある学生に対する支援に関する研究 （共同研究）「 」

・ 学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症等に関連する脳機能の解明を目指し「

た予備的研究 （共同研究）」

（具体的な研究成果等）

・上記の研究成果報告書

○ 障害のある子どもたちの社会参加と自立に対する教育的支援に関する課題への対応状

況

（対応するプロジェクト研究）

・ 個別の教育支援計画』の策定に関する実際的研究」「『
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・ 交流及び共同学習に関する実際的研究」「

（対応する課題別研究等）

・ 高等教育機関に在籍する盲ろう学生の教育・日常生活支援専門家養成研修カリキュ「

ラムの開発 （共同研究）」

（具体的な研究成果等）

・慢性疾患、心身症、情緒及び行動の障害を伴う不登校の経験のある子どもの教育支援

に関するガイドブック

・他、上記の研究成果報告書

○ 障害のある子どもにかかる学校と他の社会資源との連携・協力に関すること

（対応するプロジェクト研究）

・ 特別支援教育コーディネーターに関する実際的研究」「

（対応する課題別研究等）

・ 盲学校および弱視学級等における情報システムおよび地域ネットワークを活用した「

視覚障害教育にかかわる情報収集・提供の在り方に関する研究」

・ 通常の学級における障害理解のためのツール開発に関する研究」「

・ 地域における障害のある子どもの総合的な教育的支援体制の構築に関する実際的研「

究 （共同研究）」

・ 交流及び共同学習』に関する調査研究 （調査研究）「『 」

（具体的な研究成果等）

・ブックレット「なにかできるかな？ なにができるかな？ （試作版 」）

・特別支援教育コーディネーター実践ガイド

・特別支援教育コーディネーター養成研修マニュアル

・他、上記の研究成果報告書

○ 国（文部科学省）からの調査依頼に対する対応状況

（対応の内容と具体的な成果）

①国連総会アドホック委員会への出席

・障害者権利条約に関する国連総会アドホック委員会第７回会合へ、日本政府派遣代

表団の一員として出席（出席者：中澤総括主任研究官）

②中央教育審議会初等中等教育分科会特別委員会への参考資料提出

・平成１７年５月３１日中央教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育特別委員

会第１７回資料５「特別支援教室（仮称 （案 （プロジェクト研究「小・中学校）」 ）

における障害のある子どもへの教育の支援体制に関する研究 （平成１６年度～１」

８年度 ））

③文部科学省からの委嘱研究

・ 盲・聾・養護学校における特殊教育設備の在り方に関する研究」研究報告書「

・ 小・中学校の特殊教育・通級指導教室において特別支援教育に必要な教育設備整「

備の在り方に関する調査研究」研究報告書

④国会の委員会等で懸案になった内容についての研究（継続実施課題）

・拡大本教科書作成システムの開発とその教育効果の実証的研究（代表者：千田総合

研究官）

・聾学校におけるコミュニケーション手段に関する研究（代表者：小田総括主任研究

官）

⑤恒常的な業務での本省との連携

文部科学省特別支援教育課からの問い合わせへの対応は随時回答が行われている。



- 7 -

なお、平成１７年度は、プロジェクト研究７課題、課題別研究１５課題、調査研究

４課題、共同研究６課題が行われた。

また、採択された科学研究費補助金による研究は２９課題であった。

（１） プロジェクト研究

＜研究課題＞

研 究 課 題 研究期間 研究代表者等

１）養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性 小塩 允護

（教育支援研究部総合研究官）に応じた教育的支援に関する研究 －知的障害養護学校にお 15～17年度

ける指導内容、指導法、環境整備を中心に－

２）小中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導 渥美 義賢

（教育支援研究部総合研究官）に関する研究 －ＬＤ、ＡＤＨＤの指導法を中心に－ 15～17年度

松村 勘由

（教育研修情報部総括主任研究官）３）特別支援教育コーディネーターに関する実際的研究 16～17年度

４）小中学校における障害のある子どもへの教育の支援体制に関 藤本 裕人

（企画部総括主任研究官）する研究 16～18年度

西牧 謙吾

（教育支援研究部総合研究官）５ 「個別の教育支援計画」の策定に関する実際的研究 16～17年度）

千田 耕基

（教育支援研究部長）６）拡大教科書作成システムの開発とその教育効果の実証的研究 16～18年度

藤本 裕人

（企画部総括主任研究官）７）交流及び共同学習に関する実際的研究 17～19年度

＜研究課題毎活動状況＞

１） 養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた教育的支援に関する研究

－知的障害養護学校における指導内容、指導法、環境整備を中心に－

（研究の概要）

養護学校等に在籍する幼児児童生徒のなかには、それぞれの障害種別とともに自閉症を併せ有する

ものが増えていく傾向にあるといわれる。特に知的障害養護学校においてはその傾向が顕著に認めら

れる。これらの自閉症を併せ有する幼児児童生徒の教育に関しては、教育課程、指導法、環境整備な

、 。 、ど多くの課題があり 個々の学校でその対応に苦慮している これまでに自閉症に特化した研究から

その障害特性に応じた指導法や環境整備については成果が蓄積されつつあるので、本研究ではそれら

の成果を踏まえ、養護学校等、特に知的障害養護学校における障害種別に応じた固有な指導に加えて

自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた適切な教育課程や指導法、環境整備の在り方などに

ついて検討する。

（本年度の研究実施状況）

本年度は、①昨年度に準備をしてきた「自閉症教育実践ケースブック」の刊行、②研究協力校を対
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象とした自閉症の特性に応じた指導内容に関する調査の実施とそれらの内容に関する教育課程上の整

理、③２年間の研究成果を普及するための「ＮＩＳＥ自閉症教育実践セミナー」の実施とセミナーを

通じての自閉症教育における課題と解決策の整理、④以上の成果に基づく最終報告書の刊行、を目的

に以下のように研究を進めた。

（１ 「自閉症教育実践ケースブック」の刊行（平成１７年４月から１０月））

① 外部評価結果を反映するための再編集と原稿の修正

② 平成１７年１０月に刊行

（２）研究協力校を対象とした自閉症の特性に応じた指導内容に関する調査の実施と教育課程上の位

置付けに関する検討（平成１７年４月から平成１８年２月）

① 自閉症を併せもつ児童と併せもたない児童についての指導内容の調査（平成１７年４月から

５月）

② 自閉症を併せもつ児童の指導目標、目標設定の背景、特性の考慮度等に関する調査（平成１

７年６月から７月）

③ 調査結果及び「ＮＩＳＥ自閉症教育実践セミナー」のワークショップにおける協議内容に基

づく自閉症教育における教育課程の検討（平成１７年７月から平成１８年２月）

（３ 「ＮＩＳＥ自閉症教育実践セミナー」の準備と開催（平成１７年４月から１１月））

① ３会場の実行委員会における開催準備（平成１７年４月から９月）

② 北海道教育大学附属養護学校との共催による函館会場における開催（平成１７年１０月１４

日から１５日）

③ 大阪府立大阪府教育センターとの共催による大阪会場における開催（平成１７年１０月２１

日）

④ 福岡教育大学障害児教育講座・附属障害児治療教育センター（本プロジェクト研究パートナ

ー）との共催による福岡会場における開催（平成１７年１１月１２日）

（４ 「自閉症教育指導パッケージ（仮称 」の検討（平成１７年４月から平成１８年３月）） ）

筑波大学附属久里浜養護学校に週１回程度の頻度で訪問し、実践事例について協議するととも

に、本プロジェクト研究で開発した授業シートも含む「自閉症教育指導パッケージ（仮称 」に）

基づく実践について資料収集し、その効果と課題を検討した。

（５）第１回研究協力校連絡会（平成１７年５月）

① 平成１７年度の研究計画の説明及び諸事業への協力依頼

② 「自閉症教育実践ケースブック」の再編集方針の説明及び原稿修正依頼

③ 自閉症の特性に応じた教育課程編成についての協議

（６）第１回研究協議会（平成１７年６月）

① 平成１７年度の研究計画及び実施状況についての協議

② 自閉症の特性に応じた教育課程編成についての協議

③ 「自閉症教育実践ケースブック」の構成と内容についての協議

④ 「ＮＩＳＥ自閉症教育実践セミナー」の開催に関する打ち合わせ

（７）第２回研究協議会及び研究協力校連絡会（平成１８年３月）

① ３年間の研究概要報告に基づく総括協議

② 「自閉症教育指導パッケージ（仮称」についての協議

③ 自閉症教育における今後の課題についての協議

（８ 「自閉症教育推進指導者講習会」への協力（平成１７年５月から１２月））

本プロジェクト研究等の成果に基づいて平成１７年度から実施されることとなった「自閉症教育

推進指導者講習会」のプログラム企画、運営を担当した。

（９）最終報告書の刊行（平成１８年３月）

以上の研究内容をとりまとめた最終報告書を刊行した。
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（本年度の研究成果）

（１ 「自閉症教育実践ケースブック」及び最終報告書を刊行することができた。）

（２ 「ＮＩＳＥ自閉症教育実践セミナー」の開催を通じて、本プロジェクト研究の成果を普及する）

とともに、教育現場の声を研究に反映することができた。

（３）自閉症の特性に応じた教育課程の検討から、自閉症教育で重点的に扱うべき自立活動の内容を

特定でき、また知的障害養護学校における自閉症の特性に応じた指導の形態として 「個人別の、

課題学習」を領域・教科を合わせた指導の一つに位置付けることができた。

（本年度の自己評価・課題）

「自閉症教育実践ケースブック」の刊行が予定の５月から１０月に遅れたこと以外には、年間計画

に沿って研究を進めることができた。

「自閉症教育指導パッケージ（仮称 」については、まだ内容の構成に関する検討や実践データに）

基づく個々の内容の検討が必要であり、今後の課題として残された。

（研究期間全体の研究成果）

「自閉症教育実践ガイドブック－今の充実と明日への展望－」や「自閉症教育実践ケースブック

－より確かな指導の追究－ 、最終報告書の刊行 「ＮＩＳＥ自閉症教育実践セミナー」の開催を通じ」 、

て、わが国の知的障害養護学校等における自閉症教育のスタンダードづくりに向けて貢献できた。ま

た、全国の盲・聾・養護学校を対象とした調査を通じて、自閉症教育の現状と課題を明らかにするこ

とができた。

今後、知的障害の有無にかかわらず、自閉症の特性に応じた特別な教育課程編成の在り方、学校生

、 。活の在り方 有効性が検証されている指導方法の活用の仕方等を総合的に検討する研究が必要である

２） 小中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導に関する研究

－ＬＤ、ＡＤＨＤの指導法を中心に－

（研究の概要）

小中学校に在籍することが多いＬＤ・ＡＤＨＤ等があるため教育的支援の必要性がある児童生徒に

対する支援や指導の内容・方法、教育課程の在り方について総合的に研究を行った。指導法について

は、その結果を分かりやすく、ＬＤ・ＡＤＨＤ等の指導にあたる教師が活用しやすいマニュアル等に

まとめた。

（本年度の研究実施状況）

平成１６年度に出版した「ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症の子どもの指導ガイド」について、使い

やすさや有用度、今後の課題等についてアンケート調査を行いその結果を集計して今後の改訂に向け

た検討を行った。

平成１６年度末に行った小・中学校の通常の学級における配慮に関する調査を集計し検討するとと

もに、小・中学校に出向いての事例的な検討を加えた。これによってＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症

等の子どもに対する配慮が、どのような子どもにどのように行われているかの実態を把握すると同時

に、どのような配慮が実施されやすいか、実施しにくい配慮についてはどのような課題があるのか、

を明らかにした。これらを最終報告書にまとめた。

（本年度の研究成果）

プロジェクト研究「小・中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導に関する研究－

ＬＤ、ＡＤＨＤ等の指導法を中心に－」報告書

（本年度の自己評価・課題）

本年度はプロジェクト研究の最終年度にあたっているため、これまでの研究結果を総合的に検討し

まとめる作業を行い、概ね予定どおりの研究活動を行うことができた。ただし、平成１６年度に出版

した「ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症の子どもの指導ガイド」について改訂版の作成を計画していた

が、アンケート調査から、使いやすさや有用度で高い評価を得られた一方で、追加してほしいとの要
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望があった情報が、予想以上に幅広く多かったため、本年度中にそれらに応えた改訂は困難と考えて

改訂版の作成を断念した。これは今後の課題となる。

（研究期間全体の研究成果）

（１）ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症のある子どもの教育的支援を実践する通常の学級担任を含む教

師を対象として、しかも単なるハウツーものではない、分かりやすく応用もできるマニュアルと

して「ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症の子どもの指導ガイド」を作成し刊行した。これは中間報

告書も兼ねている。

（２）この指導ガイドについては、実際に使用する教師を対象として調査を行い、その評価を行っ

た。この結果、有用であるが、なお改善が望まれる点もあるとのことであった。

（３）ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症のある子どもの指導・支援の方法について、文献資料から５７

５件を抽出し、通常の学級での「配慮」に該当するか、主に特別な場で行われる「自立活動」に

該当するかを判定し、自立活動に該当するものについては、現行の自立活動のどの領域・項目に

該当するか、またその該当の程度について検討し、７７％が自立活動に該当すると考えられるこ

となどを明らかにした。

（４）上記で抽出された指導・支援の方法について通常の学級においての実施しやすさ、課題、適

、 。応となる可能性の高い障害種別などについて調査を行い 事例的な研究を含めて検討しまとめた

（５）通常の学級に在籍するＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症のある子どもについて個別の指導計画を

作成するために必要なことがらを整理しまとめた。

（６ （３）以下については最終報告書にまとめた。）

３） 特別支援教育コーディネーターに関する実際的研究

（研究の概要）

特別支援教育コーディネーターの役割・機能、資質・技能、養成・研修などの諸事項について、文

献の分析・整理、実践状況の調査等の研究活動を行った。また、その成果を基に「特別支援教育コー

ディネーター実践ガイド 「特別支援教育コーディネーター養成研修マニュアル」等の資料を作成し」、

た。

（本年度の研究実施状況）

・定例研究会（週１回）実施

特別支援教育コーディネーター指導者養成研修実施 ４月・

研究協力機関（北海道真駒内養護学校）にて第１回研究協議会開催 ７月・

研究所セミナー１にて「特別支援教育コーディネーター分科会」を開催 １月・

キャンパスイノベーションセンターにて、第２回研究協議会開催 ２月・

（本年度の研究成果）

（１）特別支援教育コーディネーターの役割・機能、資質・技能、及び関係する諸活動について検討

を進め、特別支援教育コーディネーター実践ガイドを作成した。

（２）特別支援教育コーディネーター指導者養成研修実施するとともに、各地方公共団体における研

修の現状と課題を整理し、養成研修及びフォローアップ研修の在り方について検討を行い、特別

支援教育コーディネーター養成研修マニュアルを作成した。

（３）２年間の研究活動で得られた知見を整理し、研究成果報告書にまとめた。

（本年度の自己評価・課題）

本年度は、少人数体制で臨んだ研究活動であったが、限られた人的資源を効率的に活用し、所定の

成果を得ることができた。

（研究期間全体の研究成果）

研究課題に対する知見を得るとともに、特別支援教育コーディネーター実践ガイド、特別支援教

育コーディネーター養成研修マニュアルの作成を行う等当初の目的に対して一定の成果を得ることが

できた。
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特別支援教育コーディネーターの活動及び特別支援教育体制整備の進捗状況の評価等の課題が残

された。今後に続く研究課題へ引き継ぎたい。

４） 小中学校における障害のある子どもへの教育の支援体制に関する研究

（研究の概要）

平成１６年３月より、中央教育審議会特別委員会において「特別支援教育」制度についての審議が

始まった。これらの検討に際して 「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告 」おいて、小、 ）

・中学校における障害のある児童生徒への効果的な対応策のひとつとして 「特殊学級」と「通級に、

よる指導」を制度上一本化した「特別支援教室（仮称 」の設置が提言されている。）

本研究は、その方向性を検討する上で、小・中学校における「特殊学級」等の役割についての現

状把握が必要な状況が生じてきていることから 「特殊学級」等の柔軟な運用に関して、制度・指導、

内容面での実態把握及び今後の可能性の検討を行うものである。さらに、今後の特別支援教育体制を

視野に入れ、現状での特殊教育におけるすべての障害種領域における実践事例を、一覧性をもたせ整

理するとともに、今後の小学校・中学校における特別支援体制の運営に活用できる体系的な指導資料

を提供するものである。

（本年度の研究実施状況）

（１）本研究の調査結果である「特殊学級担任が通級による指導を実施する事例」については『特別

支援教育を推進するための制度の在り方について （中央教育審議会初等中等教育分科会特別支』

援教育特別委員会（第１０回 ）において資料提供を実施した。また、同委員会第１７回におい）

ては「特殊学級の弾力的運用の実際的な方法等」についての調査結果を踏まえ、整理した資料を

提供するとともに会議内においてプレゼンテーションを実施した。

（２）プロジェクト研究中間報告書「小・中学校における障害のある子どもへの教育の支援体制に関

する研究』を平成１７年８月に刊行し、各都道府県教育委員会や教育研修センター、大学等に配

布して情報提供した。

（３ 「地域内支援体制の構築」は中央教育審議会「特別支援教育を推進するための制度の在り方に）

ついて（答申 」に『地域全体における総合的な支援体制の構築』として盛り込まれた。）

（本年度の研究成果）

（１）実態調査の結果

ア 弾力運用実施時間（２８県）

① 特殊学級担当者の週あたりの支援時間数は、小学校で平均４時間程度、中学校では約３時

間程度実施

イ 弾力運用実施方法（全国５１学級の特殊学級）

① 特殊学級担当教員による通級による指導の実施

② 特殊学級担当教員が放課後の個別指導を行う方法

③ 特殊学級担当教員の空き時間（在籍児童生徒が自力で交流及び共同学習の実施時間）によ

る個別指導

④ 特殊学級担当教員の空き時間（他の教員が特殊学級在籍児童生徒を指導している時間）に

よる個別指導

⑤ 特殊学級担当教員が在籍児童生徒に引率し交流及び共同学習を行う際、対象児童生徒も支

援する方法

⑥ 対象の児童生徒が特殊学級での指導を一緒に受ける方法

⑦ 特殊学級担当教員が通常の学級で学習を指導する際、対象の児童生徒への配慮や個別支援

を行う方法

⑧ 加配教員による取り出しの個別指導

⑨ ＴＴや加配教員による配慮や個別支援を行う方法

⑩ ＴＴや加配教員が授業を行う際、通常の学級担任による配慮や個別支援を行う方法
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（２）実態調査の結果から新たな課題として「地域内支援体制の構築」の研究に取り組んでいる。

研究協力機関の上越市教育委員会とタイアップしながら中学校区内のエリアカバーを前提とし

た「地域内 支援体制構築」の研究（平成１７年度後半～）

（３）中央教育審議会（第１０回、第１７回にて資料説明）

（４）特殊教育学会にて発表

（本年度の自己評価・課題）

（１）政策に寄与する形で研究成果を提出することができた。

（２）中央教育審議会（答申）に研究結果が採用された。

（３）以上の点で目的が達成された。

５） 「個別の教育支援計画」の策定に関する実際的研究

（研究の概要）

この研究は、文部科学省特別支援教育課、全国特殊学校長会と連携を取りながら、小中学校に在籍

するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等を含む障害のある児童生徒に「個別の教育支援計画」を策定す

るための在り方に関する提言を行うとともに、小中学校において特別支援教育を推進するために、具

体的で実効性に富むモデルの提示を行い、併せて、計画策定に関連して、学校現場や市町村教育委員

会、都道府県教育委員会に参考になる情報提供も行うことを目的とし、２年間のプロジェクト研究と

して企画された。

研究期間途中に取りまとめられた、平成１７年１２月に中央教育審議会答申「特別支援教育を推

進するための制度の在り方について」の内容の中で、個別の教育支援計画に関連する分野を考慮して

研究報告書を作成した。

（本年度の研究実施状況）

平成１７年度は、引き続き現地調査（研究協力機関、研究パートナー）を実施し、その内容を報告

書にまとめた。研究協議会を２回開催した（H17.6.30、H18.1.23開催、キャンパス・イノベーション

・センター 。平成１７年度国立特殊教育総合研究所セミナーⅠ第３分科会では 「子どもの教育的ニ） 、

ーズに支援の見通しを立てる～小中学校における個別の教育支援計画～」をテーマにパネルディスカ

ッションを行った（参加者数２９０名 。昨年に引き続きＨＰ上での公表、研究経過をできるだけ早）

、 。く学校現場や教育委員会等に還元するために 研究協議やセミナーの議事録をＨＰ上に掲載している

今年度は、研究最終年度のため、平成１６年度から１７年度にかけての研究活動のまとめとして、

研究報告書の作成を行った。

（本年度の研究成果）

「 」 （ ）。個別の教育支援計画 策定に関する実際的研究報告書の作成 研究期間全体の研究成果を参照

（本年度の自己評価・課題）

平成１７年度小・中学校におけるＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等の児童生徒への教育支援に関す

る体制整備の実施状況調査結果（文部科学省調査）をみると、小中学校における個別の教育支援計画

策定状況は、１３．４％であった。小中学校における個別の教育支援計画は、まだまだ策定体制整備

の途上にある。そこで、まず小・中学校における教育の課題を整理し、具体的な計画策定の方法論の

、 、 、 、説明 個別の教育支援計画に関連する個人情報保護 法的側面 教育課程等との関連について報告し

小・中学校における「個別の教育支援計画」を視野に入れた様々な取り組みの実際を紹介したことは

意義あるものと考える。今後の課題として、小中学校の総合的な特別支援教育体制整備の中で、個別

の教育支援計画や個別の指導計画を基に、障害のある子どもが入った集団の授業がどのように組み立

てられていくか注目したい。

（研究期間全体の研究成果）

、 、 、 、本研究は 個別の教育支援計画について 今後 小・中学校における策定の推進を念頭に置いて

策定の方法、関係機関と連携した効果的な運用方法、学校現場で「個別の指導計画」や教育課程との

関連での実際の運用、就学相談・指導や学年の学校移行時における活用などを中心に事例検討し、通
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常の学校において総合的な支援体制整備を推進するために必要な課題の整理をするとともに、学校現

場で特別支援教育を推進するためのヒントとなるモデル提示を行った。また、本研究の関連で、文部

科学省がとりまとめた小・中学校における特別支援教育体制整備の実施状況調査結果、イタリアのあ

る都市の統合教育の地域づくり事例報告を資料としてまとめた。

６） 拡大教科書作成システムの開発とその教育効果の実証的研究

（研究の概要）

弱視児童生徒のための「拡大教科書」が課題となっており、より多くの教育的ニーズに応えること

ができるような効率的な編集・作成方法を研究・開発することが求められている。そこで、当研究所

がこれまで蓄積してきた「拡大教材」編集・作成のノウハウを生かして、拡大教科書作成システムに

関する以下の開発及び実証的研究を行う。

①個々の児童生徒の見え方や教育的ニーズに対応した拡大教科書編集・作成方法の研究開発

②これまでの研究成果を活用した拡大教科書の編集・作成

③拡大教科書の効果的な活用や指導方法等についての実証的研究

④教科書のカラー化に伴う配色・色彩及びコントラスト等の実証的研究

⑤他の障害のある児童生徒への活用に関する実証的・実際的研究

（本年度の研究実施状況）

平成１６年度は 当研究所発行の 拡大教科書作成マニュアル に基づき 小学校用検定教科書 東、 「 」 、 （

京書籍）をベースにした、社会・理科の拡大教科書を編集・作成した。これらの拡大教科書は、平成

１７年度用拡大教科書として、全国の盲学校及び弱視特殊学級や弱視通級指導教室、そして通常の学

級に在籍している弱視児童生徒に活用されている。さらに、研究パートナーである千葉県立千葉盲学

校において、活用等の実際的研究を行った。

平成１７年度は、以下の開発及び実際的研究を行った。

（１）拡大教科書説明会の実施

前年度に作成・発行し、平成１７年度から使用される小学校用社会・理科の拡大教科書につ

いて、説明会を行った。

（２）平成１８年度から使用される中学校用検定教科書（東京書籍）をベースにした社会（地理

・歴史・公民）及び理科（科学第１分野・第２分野）の拡大教科書の編集・作成。

（３）拡大教材作成支援ソフトウェア開発プロジェクトの推進。

（４）平成１７年度使用の小学校用社会・理科拡大教科書の評価に関わる調査研究の実施。

（本年度の研究成果）

（１）拡大教科書説明会の実施による、拡大教科書の理解・普及

趣旨： 平成１７年度から使用されている小学校用社会・理科の拡大教科書について、盲学校

及び弱視特殊学級等の教員や拡大教科書作成ボランティア等の弱視教育関係者に周知する

とともに、拡大教科書の意義や作成方法及び活用方法に関して理解・普及を図る。

日時： 平成１７年５月２５日（水）１３：００～１７：００

場所： 国立オリンピック記念青少年総合センター、センター棟

参加者：盲学校及び弱視特殊学級担当教員、拡大写本ボランティア団体等 ４０名

（２）拡大教科書の編集・作成

平成１８年度から使用される中学校用検定教科書（東京書籍）をベースにした社会（地理・歴

史・公民）及び理科（科学第１分野・第２分野）の拡大教科書を以下のように編集・作成した。作

成した拡大教科書は （株）キューズ社から発行される予定である。、

中学校社会： 新編新しい社会 地理、新編新しい社会 歴史、新編新しい社会 公民

中学校理科： 新しい科学 １分野上、新しい科学 １分野下、新しい科学 ２分野上、新しい科

学 ２分野下

（３）拡大教材作成支援ソフトウェアの開発
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目的： 簡便に拡大教材を作成することができるように、機器等の条件を整備したり、ＤＴＰ

ソフトウェアのテンプレート等を開発することにより、市販のソフトウェァや機器を有効

に活用する手段等を開発する。

本年度は、上記の目的を達成するために、以下の４点について検討した。

① 印刷やスキャナー等のＤＴＰに必要な機器の性能等の検証を行った。

② ＯＣＲ、ドキュメントソフトウェア等の適正等を検証した。

③ 効果的な人的配置や作業手順を検討した。

④ 一連の作業の中で、どの部分に市販のソフトウェアを組み入れることが有効かを検討した。

上記の検討を踏まえて、中学校用社会・理科の拡大教科書を実際に編集・作成した。

（４）平成１７年度使用の小学校用社会・理科拡大教科書の評価に関わる調査研究の実施

① 実地調査：拡大教科書申請件数の多かった沖縄県及び鹿児島県の盲学校及び小学校における

拡大教科書の使用状況について、聞き取り調査を実施。

② 拡大教科書の評価に関するアンケート調査：当研究所で編集・作成した小学校用社会・理科

の拡大教科書について、２１３校の盲学校及び小学校に対し、郵送によるアンケート調査を３

月に実施。

（本年度の自己評価・課題）

前年度の小学校用拡大教科書の編集・作成に引き続き、本年度は中学校用社会・理科の拡大教科書

を編集・作成することができた。拡大教材作成支援ソフトウェアの試用により拡大・編集・校正等の

手順の効率化は、前年度よりも図れたものの、内容・分量の増大等で時間を要した。また、原本とな

る教科書会社との連携が少なかった。

拡大教科書説明会の開催により、現場ニーズの把握と拡大写本ボランティアとの情報交換及び連

携が図れた。

課題としては、教科書のカラー化に伴う配色や色彩さらにコントラスト等の評価基準の設定等の

実証的取組や、他の障害のある児童生徒への教育的効果や活用に関する実証的検証までは、今年度取

り組むことができなかった。次年度は、これらへの取組・検証を進めるとともに、本年度実施した、

アンケート調査に基づき、拡大教科書の作成・活用に関する評価の取りまとめや拡大教材支援ソフト

ウェアの開発を進める予定である。

７） 交流及び共同学習に関する実際的研究

（研究の概要）

障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることが障害者基

本法に定められた。このことを推進するためには、障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズを把

握し、授業をはじめとして、小・中学校等での様々な活動をどのように組み立て実施していけばよい

かということが課題となる。この課題に対しては小・中学校での交流及び共同学習の現状の実態把握

とともに、盲・聾・養護学校等からの支援や地域の社会資源を活用しながら、地域全体へ交流及び共

同学習の取り組みとして広げていく方法の検討が必要である。本研究では、文部科学省の施策動向、

障害者基本法の改正をうけ 「交流及び共同学習」の一層の推進にかかわる研究を行う。具体的には、

小・中学校の「交流及び共同学習」の現状を分析し、ノーマライゼーションの国の方向性を踏まえな

がら 「交流及び共同学習」を促進し、充実させる方法を明らかにする。、

（本年度の研究実施状況）

平成１７年１０月よりプロジェクト研究が開始される。平成１８年度の本格的な調査に入る前段階

として、平成１７年１１月～平成１８年３月の間、調査項目の観点を確定するため、プレ調査を行っ

た。プレ調査は、学校関係として（４県７校）保護者関係者（２県）に、実態調査（交流及び共同学

習、インタビュー）を行った。平成１８年３月３０日に、文部科学省（特別支援教育課）へプレ調査

の結果を報告し、平成１８年度の本格的な調査の方向性について協議した。



- 15 -

（本年度の研究成果）

プレ調査の結果を交流率（交流している時間÷全授業時数）で検討した。交流率５０％以上は、言

語障害、高機能自閉症、難聴であり、交流教科は「国語、算数、社会、理科、音楽、図工、体育、家

庭、総合的な学習の時間、道徳、特別活動」である。この障害種では通常の教育課程の授業に交流と

して参加し、学習の評価は絶対評価が行われていた（一部、特殊学級担当教員が読替評価を行う 。）

教科書は検定本である。交流率が５０％未満となる障害種は、知的障害、知的障害＋自閉、重複障害

であり、交流教科は「音楽、図工、体育」である。障害種にかかわらず、全ての特殊学級において、

すでに日本中で「音楽、図工、体育」は交流が行われている実態が見えてきた。

（本年度の自己評価・課題）

平成１７年１０月からの開始であったが、プレ調査を実施することにより、上記の結果を得ること

が出来た。

平成１８年度以降は、研究の目標を達成すべく、小・中学校の「交流及び共同学習」の現状を分析

し、ノーマライゼーションの国の方向性を踏まえながら「交流及び共同学習」を促進し充実させる方

法を明らかにしたい。

（２） 課題別研究

＜研究課題＞

研 究 課 題 研究期間 研究代表者 障害種別

１）聾学校におけるコミュニケーション手段に関する研究 小田 侯朗 聴覚障害

(教育支援研究部・－教職員の手話の活用能力の向上と、これを用いた指 16～17年度

導の在り方の検討－ 教 育総括主任研究官)

言語障害２）言語に障害のある子どもへの教育的支援に関する研究 牧野 泰美

(企画部・主任研究－吃音のある子どもの自己肯定感形成を中心に－ 16～18年度

教 育官)

３）知的障害教育における領域・教科を合わせた指導と教 木村 宣孝 知的障害

(教育支援研究部・師の専門性向上に関する研究 16～17年度

教 育総括主任研究官)

４）慢性疾患児（心身症や不登校を含む）の自己管理支援 武田 鉄郎

のための教育的対応に関する研究 16～18年度 病弱教育(教育支援研究部・

主任研究官)

５）神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害等のある児 渥美 義賢 情緒障害

(教育支援研究部・童生徒への教育的支援に関する研究 16～17年度

教 育総合研究官)

西牧 謙吾 ノンカテ

６）脳科学と障害のある子どもの教育に関する研究 16～18年度 ゴリー(教育支援研究部・

総合研究官)

７）重複障害のある児童生徒の教育課程の構築に関する実 石川 政孝 重複障害

(教育支援研究部・際的研究 16～17年度

教 育主任研究官)

８）盲・聾・養護学校高等部における情報教育のカリキュ 中村 均

ラムに関する研究 16～17年度 情報教育(教育研修情報部・

部長)
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９）盲学校および弱視学級等における情報システムおよび 大内 進 視覚障害

(企画部・ 総括主地域ネットワークを活用した視覚障害教育にかかわる 15～17年度

情報収集・提供の在り方に関する研究 教 育任研究官)

佐藤 正幸 聴覚障害

(教育支援研究部・10）聴覚障害乳幼児に対する早期からの教育的支援 15～17年度

教 育総括主任研究官)

11）ターミナル期における教育的・心理的対応に関する研 篁 倫子

究 －子どもとともにある教育を目指して－ 14～17年度 病弱教育(教育支援研究部・

総括主任研究官)

12）特別な教育的ニーズのある児童生徒のためのＩＣＴを 棟方 哲弥

活用した教材・教具の開発と普及 15～17年度 情報教育(企画部・総括主任

研究官)

肢体不自由13）肢体不自由のある子どもの指導及び支援に関する研究 當島 茂登

(教育支援研究部・－自立活動の手引き書の作成－ 17年度

教 育総括主任研究官)

14）盲・聾・養護学校における医療的ケアに関する実際的 大崎 博史 ノンカテ

研究 17～18年度 ゴリー(企画部・主任研究

官)

15） 横尾 俊 ノ ンカテ通常の学級における障害理解のためのツール開

17年度 ゴリー発に関する研究 (企画部・研究員)

＜研究課題毎活動状況＞

１） 聾学校におけるコミュニケーション手段に関する研究

－教職員の手話の活用能力の向上と、これを用いた指導の在り方の検討－

（研究の概要）

本研究では聾学校教職員の手話活用能力の向上を目指し、聾学校における手話を用いた授業や教材

活用の実態を踏まえ、効果的なプログラムや指導法について検討を進めた。近年聾学校においてコミ

ュニケーション手段の多様化が進み、その中でも手話の活用に対する関心が高まっていた。本研究で

はまず聾学校長会の手話研修に関する調査を分析し、実態把握を行った。さらに聾学校関係者のみな

らず、手話通訳者養成・技能評価機関なども協力者として迎え、聾学校教職員の手話活用能力の特徴

的構造を検討した。また手話研修あるいは手話活用授業に関する先進的な取り組みを行っている学校

に協力をいただき、これらの実践を報告し、また今後の課題を整理した。

（本年度の研究実施状況）

本年度は２回の研究協議会を開催し、手話研修の評価に関する取り組みや、手話活用授業について

。 、 。の実践について協議を深めた また特殊教育学会等に置いて研究の一端を発表し 意見交換を行った

これらの成果をまとめて本年は報告書を作成した。

（本年度の研究成果）

・本研究により聾学校における手話研修の実態がより明確になった。

聾学校教職員の手話活用能力の特徴が明確にされた。・

先進的な取り組みを紹介することができた。・

本研究所短期研修（聴覚障害コース）の中に、1週間の手話研修立案・指導者のためのモデル研・

修プログラムを編成することができた。
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（本年度の自己評価・課題）

予定の研究協議と報告書の作成を行うことができたのでおおむね目標を達成できたと考える。今後

の課題としてはモデルプログラムの縮小版を短期研修で検証し、それをもとにさらに効果的な手話研

修プログラムの開発に向けて努力することと、授業での手話活用についてさらに議論を深めることと

考える。

（研究期間全体の研究成果）

期間全体を通して４回の全体研究協議会を開催し、研究協力校を中心とした聾学校での実践に積

極的に関与することにより、手話研修に関する新しい活動などを進めることができた。

本年度の研究成果に記述したようにこれらの活動を最終的に報告書としてまとめることができた。

２） 言語に障害のある子どもへの教育的支援に関する研究

－吃音のある子どもの自己肯定感形成を中心に－

（研究の概要）

言語に障害のある子どもの教育において、吃音については未だその原因が解明されていないことも

あり、効果的な治療法・指導法は確立されていない。治癒する場合もある一方、生涯にわたり吃音を

抱える場合もあり、またその予測も困難である。こうした現状において、吃音症状へのアプローチは

様々に試みられており、効果が見られた事例も報告されてはいる。しかしその一方で、効果が上がら

ない、治癒の望みに翻弄される、といった状況も多く、当事者及び保護者においては、吃音症状の治

癒、軽減、受容等、障害に立ち向かう態度が決まりにくく、精神的な揺れが生じやすい。また、発話

への不安、人や社会に対する恐怖、自己否定等、吃音症状はもとより、吃音があることによって生じ

る様々な問題を抱える場合も多く、吃音のある子どもへの対応は担当する教師にとっても大きな課題

となっている。このような現状から、吃音のある子どもへの指導・支援は、吃音症状を改善ないし軽

減する、あるいは楽に話す等、症状への支援という側面のみならず、吃音のある子どもが自己の吃音

と上手く向き合い、折り合い、現在そして将来において自己を肯定的に捉えていくための支援が重要

となるが、現時点では手探り状態にある。本研究は、吃音のある子どもが肯定的な自己感を形成して

いくために、ことばの教室等の教育の場ではどのような支援が可能なのか、その具体的内容・方法の

構築を目指すものである。

そのために、１）吃音児・者の自己感に焦点を当てた研究の収集・整理・検討、２）吃音児・者

の自己肯定感を支えること、吃音と上手くつきあうことを目標にした実践の収集・整理・検討及び実

践者（教師）への調査、３）吃音児・者への調査、４）セルフヘルプグループ等、学校・教室以外の

活動の場への調査、５）学校・教室における実践内容の検討、等を行い、吃音と上手く向き合い、つ

きあい、自己肯定感を支えていくための支援のあり方を考察するとともに、特に学校・教室において

可能な実践内容・方法を提示する。

（本年度の研究実施状況）

本年度は昨年度に継続して資料収集を進めた。特に、各地のことばの教室、吃音研究団体、当事者

団体における実践を収集・検討した。それらは主に、ことばの教室における個別の実践及び吃音の子

どもを集めたグループでの実践、学校外の集いの場（キャンプ、親子教室等）における実践、通常の

学級等への理解啓発活動の実践等である。この資料収集に並行して、所内分担者、研究協力者、研究

協力機関の代表による研究協議会を３回（６月、１１月、３月）開催し、収集した資料や、各研究協

力者、研究協力機関における取り組みについて議論した。そのうち１回は、研究協力者の所属する教

室を会場に行い、そこでの実践を参観し、授業研究を行った。また、さらに議論を深めるため、公開

討論会「吃音教育セミナー （１１月）を開催し、これまでの知見を整理するとともに、各地のこと」

ばの教室担当者、医療・福祉関係者、吃音当事者、保護者を交えての討議を行った。その際、参加者

に自己肯定感を支える取り組みについてアンケート調査を実施した。これらの研究活動の一端を、日

本特殊教育学会や日本発達心理学会の大会において、研究発表や議論の場で報告した。
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（本年度の研究成果）

吃音ないし自己肯定感に関する研究・実践報告の収集・検討や、ことばの教室、研究団体、当事者

、 、 、団体における実践の収集・検討 吃音教育セミナーの開催及び参加者へのアンケート 研究協議会等

今年度の研究活動を通して、以下のような知見が整理された。

（１）吃音のある子どもの自己肯定には吃音肯定が関連している。吃音を肯定するためには、他者に

より吃音が肯定されること、話の内容が評価されることが重要である。また、コミュニケーショ

ンを楽しむ、味わう経験も重要である。

２）吃音と上手く向き合うためには、個々の状況に応じて、子どもと教師の間で吃音について語（

ること、語れる雰囲気を作ることが重要である。吃音について語る場合にも、一般的な知識、具

体的な生活場面での出来事、気持ち等、様々な側面があり、どのように子どもと語るか、事例的

検討の蓄積が必要である。

３）子どもが吃音についての知識を早い時期から得ることは、不安の解消や、混乱を避けるため（

に重要であるが、伝える時期や内容、伝え方については十分な事例的検討が必要である。

４）子どもが他の吃音のある子どもと出会うこと、語ること、成人吃音者と出会うことも重要で（

ある。

５）家庭、通常の学級等、周囲への理解を促すことは重要であるが、その実践として、ことばの（

、 、 、 、 。教室の授業参観 学習会 保護者同士の落書き帳 教室だより 理解啓発授業等がなされている

６）上記以外の取り組みとして、ことばの教室では、自慢探し、交換ノート、何かに一緒に夢中（

に取り組む、好きな人や物をつくる、苦手なことに一緒に取り組む、といったことがなされてい

る。

なお、得られた知見の一部は以下の研究発表や討論にて報告した。

・青山新吾・牧野泰美（2005）吃音のある暮らしへの援助（３）－ことばの教室における集団指導

の意義－．日本特殊教育学会第43回大会発表論文集．

・日本発達心理学会第１７回大会ラウンドテーブル「通常の学級に在籍する障害のある子どもの自

己意識－肯定的な自己意識の形成をどのように支援するか－」

（本年度の自己評価・課題）

本年度は３カ年計画の２年次であり、昨年度の研究活動を通して、各々の取り組みの相互理解が図

られていることもあり、所内研究分担者、研究協力者、研究協力機関との連携・協力のもと、研究計

画をほぼ予定通り遂行できたと考えている。

吃音教育セミナーや授業研究、研究協議会を通して議論を深めることができた。セミナー開催によ

り、そこに参加したことばの教室担当者、当事者、保護者から資料収集ができたのは収穫であった。

これをもとに次年度、さらに詳細な聞き取り調査の実施を予定している。

最終年度である次年度は、資料収集と議論を継続させるとともに、様々な取り組みから得られた知

見・成果をまとめる予定であるが、理解啓発も含め、教育実践に役立つ、利用しやすい報告書となる

よう検討中である。

３） 知的障害教育における領域・教科を合わせた指導と教師の専門性向上に関する研究

（研究の概要）

（１）知的障害養護学校や知的障害特殊学級で、学習したことが実際の生活で生かされる生活単元学

、 。習等の領域・教科を合わせた指導を実践するための課題について 調査等により整理・検討する

（２）知的障害のある子どもの教育的対応の在り方、養護学校の各教科の内容やその取り扱い等、及

び領域・教科を合わせた指導の在り方等について検討し、ガイドブックとしてまとめる。

（３）短期研修受講者や研究協力校の協力を得て、知的障害教育に携わる教師の専門性の向上のため

の効果的な研修プログラム開発の基礎的資料を得る。

（本年度の研究実施状況）

（１）研究協議会の開催
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第１回（Ｈ１７・９月）

・領域・教科を合わせた指導の代表的な指導の形態である「生活単元学習」の特徴、指導計画の

作成、授業の展開など、知的障害の特性を踏まえた効果的な指導の在り方について協議し、ガ

イドブック（仮称）の作成コンセプトについて検討した。

、 。・知的障害教育における専門性のとらえ方について協議し 試案となるモデルについて検討した

第２回（Ｈ１８・３月）

・生活単元学習ガイドブックの活用について協議を行った。

・知的障害教育の専門性モデル（試案）に基づき、専門性向上のための具体的な方途について検

討した。

・特別支援教育の推進に当たり、特別支援学校（仮称）や特別支援教室等において、知的障害教

育の専門性を維持、発展させるための方途について協議した。

（２）研究協力校の実地調査（Ｈ１７・９～11月）

、 、 、研究協力校における学校・学級経営 生活単元学習に関する指導計画 授業等について分析し

児童生徒の実態に即した効果的な授業づくりの在り方について協議を行った。

（３）生活単元学習ガイドブックの作成

生活単元学習の充実を図るためのガイドブックの作成を行った。

（本年度の研究成果）

（１）知的障害教育の専門性向上モデル（試案）の作成

・研究協力者及び研究協力校の協力、協議のもと、知的障害教育に携わる教師及び組織の専門性

の考え方及び専門性向上のための考え方について試案の作成を行った。

（２）生活単元学習ガイドブックの作成

・２年間の研究成果の報告及び各地における生活単元学習の充実に寄与することを目的としてガ

イドブックを作成した。

（本年度の自己評価・課題）

平成１７年度の研究計画については、研究分担者がプロジェクト研究との重なりがあったため、ス

ケジュールの若干の遅れがあったが、予定した研究内容については実施することができた。

今後の課題としては、特別支援学校（仮称）における知的障害教育の専門性を維持、発展させるた

めの教育課程編成の在り方について検討していくことが必要である。

（研究期間全体の研究成果）

（１）生活単元学習の現状と課題の整理

知的障害養護学校等では、地域や社会の要請に応える特色ある教育課程を編成しているが、そ

の多様さゆえに知的障害教育を代表する指導である生活単元学習の在り方に課題がみられる。こ

のことから、生活単元学習実践上の課題を明らかにし、改善・充実のための基礎資料を得た。

（２）全国の教育センター等における研修の状況

知的障害教育に関する研修の状況について全国の教育センター等を対象に調査を行い、生活単

元学習を中心とした研修の状況を明らかにした。

また、今後求められる専門性について検討するための基礎資料を得た。

（３）知的障害教育の教育観・指導観を具体化した実践事例

、 。研究協力校の実践を基に 知的障害教育に求められる指導観を明確にした実践事例を整理した

これらはガイドブックに掲載したが、全国の実践に寄与するものと考える。

（４）知的障害教育の専門性向上モデル（試案）の作成

特別支援教育における知的障害教育の専門性の維持・発展に寄与する専門性向上のモデル（試

案）を作成した。このことにより、今後の研修における質的向上が図られていくものと考えられ

る。

（５）生活単元学習ガイドブックの刊行（Ｈ１８・３月）

、 。上記１～４の研究内容を中心に 各校での実践及び研修に活用できるガイドブックを刊行した
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４） 慢性疾患児（心身症や不登校を含む）の自己管理支援のための教育的対応に関する研究

（研究の概要）

慢性疾患の子どもに対してセルフケア能力を育成していくために、病気の理解、生活様式の理解、

そして日常生活におけるセルフケア行動の実行とその維持が求められる。気管支喘息、心臓疾患、糖

尿病、肥満などの慢性疾患の子どもの健康問題の改善に資する基礎的研究、腎臓疾患、インスリン依

存型糖尿病の子どもの教育支援に関するガイドライン２冊の(試案)の検討と国立精神・神経センター

精神保健研究所の齋藤万比古部長ら児童・思春期精神保健部と連携し、慢性疾患、心身症、情緒及び

行動の障害を伴う不登校の経験のある子どもの教育支援に関するガイドブックを作成した。これらの

、 、 。ことは 小・中学校の養護教諭 一般教員を対象にした児童生徒理解に資する内容を含むものである

また、知的障害のある児童生徒の健康問題に関して調査研究を行い、基礎資料を蓄積した。

（本年度の研究実施状況）

気管支喘息、心臓疾患、糖尿病、肥満などの慢性疾患の子どもの健康問題の改善に資する基礎的研

究、腎臓疾患、インスリン依存型糖尿病の子どもの教育支援に関するガイドライン２冊(試案)の検討

と国立精神・神経センター精神保健研究所の齋藤万比古部長ら児童・思春期精神保健部と連携し、慢

性疾患、心身症、情緒及び行動の障害を伴う不登校の経験のある子どもの教育支援に関するガイドブ

ックを作成した。

また、知的障害のある児童生徒の健康問題に関して調査研究を行い、約５万人分の知的障害と併発

している疾患、肥満度、死亡例の検討、養護教諭への知的障害児への健康問題意識調査等の基礎資料

を蓄積した。

（本年度の研究成果）

・精神医学的背景を持つと考えられる不登校の児童生徒を理解するための多軸評価の考え方を教育に

導入した。

・学校現場での対応が困難な場合が多い慢性疾患、心身症、情緒及び行動の障害を伴う不登校の経験

のある子どもの教育支援に関するガイドブックを発刊した。

（本年度の自己評価・課題）

気管支喘息、心臓疾患、糖尿病、肥満などの慢性疾患の子どもの健康問題の改善に資する基礎的研

究、腎臓疾患、インスリン依存型糖尿病の子どもの教育支援に関するガイドライン２冊の(試案)の検

討と国立精神・神経センター精神保健研究所の齋藤万比古部長ら児童・思春期精神保健部と連携し、

慢性疾患、心身症、情緒及び行動の障害を伴う不登校の経験のある子どもの教育支援に関するガイド

ブックを作成した。

また、知的障害のある児童生徒の健康問題に関して調査研究を行い、基礎資料を蓄積した。ほぼ計

画通りに研究は進んだ。研究推進については、評価している。

しかし、課題として自立活動の評価については研究としては推進してはいるが、報告書に執筆する

レベルには至っていないのが現状である。来年度に、知的障害児の健康問題に関する報告書と共に自

立活動の評価についてまとめていく必要がある。

５） 神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害等のある児童生徒への教育的支援に関する研究

（研究の概要）

神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害のある児童生徒の教育的支援については、通常の学級に

、 、在籍することが多いことや特別支援教育の面からの支援が情緒障害特殊学級 情緒障害通級指導教室

言語障害通級指導教室及び病弱養護学校など多岐に亘っていることから、個々の児童生徒に合った適

切な支援を行うための専門性が必ずしも十分に確立されているとはいえないのが現状である。このた

め、本研究では神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害等に関し、また発達障害と関連があり情緒



- 21 -

及び行動の障害として学校や家庭で大きな困難に直面することが少なくない反抗挑戦性障害と行為障

害に関しての文献・資料の収集・整理を行って検討する。さらに事例を通して、行為障害の特性や支

援のあり方について検討し、適切な教育的支援のあり方について検討する。

（本年度の研究実施状況）

昨年度に引き続き、神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害についての文献資料の収集と整理を

行い、さらに発達障害と関連があり情緒及び行動の障害として学校や家庭で大きな困難に直面するこ

とが少なくない反抗挑戦性障害と行為障害に関しての文献・資料の収集・整理を行って検討した。

事例的研究として、研究協力者の典型的な行為障害の事例について検討を行った。

これらの結果について報告書にまとめた。

（本年度の研究成果）

課題別研究「神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害等のある児童生徒への教育的支援に関する

研究」報告書を作成した。

（本年度の自己評価・課題）

関連する文献資料の収集と整理については、概ね予定のように行ったが、教育的支援についての検

討は必ずしも十分とはいえなかった。しかしながら、現在はあまり注目されていないが、重要な課題

についての研究を着実に進めることができたと考えている。

（研究期間全体の研究成果）

神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害についての文献資料の収集と整理を行い教育的支援に

ついてのあり方をまとめた。

発達障害と関連があり情緒及び行動の障害として学校や家庭で大きな困難に直面することが少な

くない反抗挑戦性障害と行為障害に関しての文献・資料の収集・整理を行うとともに、事例的研究を

行い、教育的支援の在り方をまとめた。

これらの研究成果について、課題別研究「神経症・緘黙症・精神病・脳の器質的障害等のある児

童生徒への教育的支援に関する研究」報告書にまとめた。

６） 脳科学と障害のある子どもの教育に関する研究

（研究の概要）

脳機能と学習メカニズム、知覚・認知メカニズム、コミュニケーション能力など、特殊教育の場に

おける課題をふまえつつ、研究所における「脳科学と障害のある子どもの教育」に関する研究の基盤

整備を中心とした以下の研究を行う。

・障害のある子どもを対象にした研究推進のための科学的正当性と倫理的妥当性に関する基礎研究と

研究所における倫理規定の策定

・脳科学的評価を加える必要がある特殊教育分野の教育課題に関する研究、特に研究所の過去の研究

を中心に（感覚障害、自閉症、重度重複障害等）

・学習障害、注意欠陥多動性障害等に関連する機能障害の解明と教育的課題解決への応用

・特殊教育分野での教育課程・教育方法などの開発のための知識の集積に関する研究、併せて、研究

所の障害児の脳科学に関連する心理教育的データのデータベースを構築し、他機関との共同研究体

制に資する。

（本年度の研究実施状況）

・脳科学的評価を加える必要がある特殊教育分野の教育課題を整理し、研究紀要に特集としてまとめ

た。

・研究所における脳科学の知識の普及（セミナーの実施２回）

・ＮＩＲＳによる脳機能の研究（成人を対象として単語読みに関係する脳機能を調べている。具体的

には、読みやすさや音と書記の複雑さを、意味－無意味単語、清音－特殊音節単語により操作して

その時の処理の違いを検討している 。）

・ＢＲＩＥＦ－実行機能行動評定票の翻訳
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（本年度の研究成果）

・特集「脳科学と障害のある子どもの教育 （国立特殊教育総合研究所紀要第３３巻２００６）をま」

とめた。

（本年度の自己評価・課題）

全国教育系大学への脳科学研究の実態調査は、未実施であるが、それ以外については予定通り研究

を進めることができた。研究中間年としては、教育現場への情報提供として、特集「脳科学と障害の

ある子どもの教育」をまとめた意義は大きいと考えている。基盤整備はほぼ終了し、課題として出さ

れたテーマについて、ＮＩＲＳ等を活用した研究を本格的に開始する。

７） 重複障害のある児童生徒の教育課程の構築に関する実際的研究

（研究の概要）

現行の学習指導要領においては、重複障害者の特例に基づいて各学校が個別の指導計画の作成を行

っているが、その柔軟性が一方では教育現場において指導の系統性や段階性がみえないという困難と

なっている。そのため、重複障害教育における教育課程のガイドライン並びに指導内容・方法を体系

化することが急務の課題であると考える。

本研究では、研究協力機関と連携し、授業研究を通して現場の教師と共同して重複障害のある児童

生徒の教育課程の構築のための基本方針を作成することを目的とする。

（本年度の研究実施状況）

研究者がカリキュラムを開発して学校現場で実践するというトップダウン方式ではなく、現場に研

究者が入り重複障害のある児童生徒を担当する教師と授業研究を行い、指導の内容を共同開発しつつ

教育課程を構築する方法を目指した。

授業研究においては、従来の発達的視点に加えて、エコロジカルな視点の重要性を強調した。

また、アメリカとドイツの重複障害教育にかかる教育課程について資料を収集し整理した。

上記研究授業を通して、次の障害種及び特有なニーズについて指導の指針を示した。

（１）知的障害を併せ有する重複障害

（２）視覚と聴覚障害が重複する盲ろう

（３）訪問教育の場合

（４）医療的ケアを必要とする場合

（５）情報機器を活用する場合

また、教師の気付きという視点からの問い直しについても整理した。

上記指針に則した指導の実際について 「教科指導 「総合的な学習の時間 「自立活動」につい、 」、 」、

て整理し、盲ろうの重複については、高機能の生徒の場合と知的障害を併せ有する場合の指導を整理

した。

これらを基に、重複障害のある児童生徒の教育課程の構築に向けた基本方針を提案した。

（本年度の研究成果）

上記研究を報告書としてまとめた。

この成果は、今年度、日本特殊教育学会第４４回大会の自主シンポジュウム「重度・重複障害の

ある子どもの授業づくりを考える」で改めて発表討議する予定である。

（本年度の自己評価・課題）

研究者主導ではなく、優れた実践を進めている現場の教師と研究者との共同開発を行うという基本

方針は個々の事例で実現できたことが評価できる。しかし、重複障害という広い領域をカバーする研

究チームとしてそれら個々の事例を統合するまでにいたらなかったことが課題として残った。

（研究期間全体の研究成果）

全国の盲聾養護学校に在籍する児童生徒のうち、重複障害のある児童生徒は３～４割を占めてい・

る。

重複障害教育を担当する教員は、この領域についての経験が浅い場合が多い現状にあり、本報告・
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書は、具体的な指導の内容と指針を提供できる。

本研究の成果は、盲聾養護学校教員専門性向上事業対応講習会のテキスト作成において重複障害・

の記述の土台となった。

８） 盲・聾・養護学校高等部における情報教育のカリキュラムに関する研究

（研究の概要）

盲・聾・養護学校の高等部において情報教育の果たす役割への期待は大きいものがあり、高等養護

学校の設置や情報コースの開設など、高等部に関してさまざまな新しい取組が行われるようになって

きている。このような状況において、盲・聾・養護学校の高等部における情報教育の在り方について

検討が求められていると考えられる。

本研究では、このような認識を踏まえて、高等部における情報教育のカリキュラムの在り方につい

て検討を行う。

（本年度の研究実施状況）

平成１７年度は、２年計画の最終年度であり、次のような活動を行った。

（１）所内研究分担者会議

所内研究分担者会議は、原則として月２回の頻度で実施し、研究の進捗状況の報告及び研究の

進め方について協議を行った。

（２）研究協議会の開催

研究協力者及び協力校の代表者を交えた研究協議会は、２回実施した。第１回目は、平成１７

年７月に開催し、情報教育ガイドブックの内容について検討を行った。第２回目は、平成１８年

３月に開催し、盲・聾・養護学校高等部の情報カリキュラム調査結果及び研究報告書の内容につ

いて検討を行った。

（３）研究実施内容

本研究における主な実施内容は、以下の通りである。

① 情報教育ガイドブックの作成

盲・聾・養護学校高等部における情報教育の実践に役立つ情報教育ガイドブックを作成し

た。

② 盲・聾・養護学校高等部における情報教育の実施状況に関する調査結果の検討

平成１７年１月に全国の盲・聾・養護学校の高等部に対して実施した調査結果について分

析を行い、盲・聾・養護学校高等部の情報教育カリキュラムの現状と課題という観点から検

討を行った。

③ 研究成果報告書の作成

平成１６年度と平成１７年度の２年間の取組の成果を、研究成果報告書としてまとめた。

（本年度の研究成果）

（１）情報教育ガイドブックの刊行

盲・聾・養護学校の高等部における情報教育の推進に寄与するガイドブックを作成した。この

ガイドブックには、豊富な実践事例が掲載されており、盲・聾・養護学校高等部で情報教育に関

する取組を行う際に参考となるものである。この情報教育ガイドブックは、平成１７年１０月に

刊行し、全国の盲・聾・養護学校に配布した。

（２）研究成果報告書の刊行

盲・聾・養護学校の高等部における情報教育カリキュラムの調査結果の分析から、盲・聾・養

護学校の高等部における情報教育カリキュラムの実施状況と課題について検討した。また、この

調査結果を踏まえて、今後の盲・聾・養護学校の高等部における情報教育カリキュラムの方向性

について検討を行った。これらの検討の結果を研究成果報告書にまとめ、平成１８年３月に刊行

した。
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（本年度の自己評価・課題）

平成１７年度の研究計画については、年度当初に予定した内容について、予定通りの研究を実施で

きた。

今後の課題としては、これからの「特別支援学校（仮称 」における情報教育カリキュラムの在り）

方について、さらに検討していく必要があると考えられる。

（研究期間全体の研究成果）

（１）情報教育ガイドブックの刊行

平成１６年度には、情報教育ガイドブックの目次案の検討を行い、研究協力者・研究協力校の

協力を得て、情報教育に関する実践事例の収集を行った。平成１７年度には、ガイドブックの編

集作業を行った。この情報教育ガイドブックについては、平成１７年１０月に刊行し、全国の盲

・聾・養護学校に配布した。

この情報教育ガイドブックには、盲・聾・養護学校の高等部において情報教育を実施するため

の基本的な考え方や教育課程上の位置付け、アシスティブ・テクノロジー活用の観点等について

の説明や、実践を行う際に参考となる多くの実践事例が掲載されている。

この情報教育ガイドブックは、盲・聾・養護学校における情報教育に関する取組の推進に寄与

するものである。

（２）研究成果報告書の刊行

平成１６年度には、盲・聾・養護学校高等部における情報教育カリキュラムに関する調査項目

の検討を行い、平成１７年１月に調査を実施した。平成１７年度には、調査結果の分析と盲・聾

・養護学校高等部の情報教育カリキュラムの在り方について検討を行った。これらの検討の結果

について、研究成果報告書としてまとめ、平成１８年３月に刊行した。

この研究成果報告書には、盲・聾・養護学校の高等部における情報教育カリキュラムに関する

調査結果と今後の盲・聾・養護学校の高等部における情報教育カリキュラムの方向性に関する検

討結果が掲載されている。

盲・聾・養護学校の高等部における情報教育カリキュラムの今後の方向性としては、携帯電話

等の新しい情報機器の利用に関する内容を積極的に取り上げていくことや、情報化の進展に伴っ

て生じるさまざまな問題やその対処法について学習内容として十分に扱っていくことが重要であ

ることが示された。また、調査結果では、情報教育を進める上での課題として、情報機器やソフ

トウェアの整備をあげている回答が多くみられ、障害のある生徒の情報教育に必要となる情報機

器やソフトウェアの整備・充実を一層推進していく必要性が示された。

９） 盲学校および弱視学級等における情報システムおよび地域ネットワークを活用した視覚障害教

育にかかわる情報収集・提供の在り方に関する研究

（研究の概要）

視覚障害教育においては、在籍児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応し、より専門的な指導の必

要性が強く認識されている。地域のセンターとしての役割も強く求められてきている。しかし、視覚

障害児童生徒の数は減少の傾向をたどっており、一つの学校や学級内で、視覚障害児童生徒の教育に

ついての指導法や内容を継続的に継承しにくくなっているところも少なくない。このような状況にお

いて、これまで培われてきた視覚障害教育のノウハウを継承、発展させ、視覚に障害のある幼児児童

生徒及び保護者のニーズに適切に応えていくためには、盲学校間の相互協力や地域資源とのネットワ

ークづくりが大変重要になってくる。

そこで、本研究では、本研究所のホームページや「視覚障害教育情報ネットワーク」を利用した全

国の盲学校や弱視学級等が視覚障害教育の教材等に関するデータや情報の共有を推進するための開発

的な研究に取り組んだ。併せて関連する基本情報に関する調査や視覚障害教育にかかわる地域の関連

機関等の連携やネットワーク構築について実践的な研究を進めた。
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（本年度の研究実施状況）

（１）視覚障害教育に関わる情報共有について

①グラフィック出力に特化した点字プリンタの開発

昨年までの研究では、データ共有における点字特に点図の質の確保が課題となった。そこで、点

字出力装置を改良し、質の高い凸教材作製のシステム作りに取り組み、その有効性を検討した。

現行の点字プリンタの約６倍の精度で点を打ち指すことができる点字プリンタ“NISE Graphic”を

開発した。より滑らかな直線や曲線が打ち出るようになり、わかりやすい点図が提供できるように

なった。

②一般の描画ソフトウェアを利用した点図作成方法と点図出力支援ソフトウェアの試作

点字プリンタの開発とともに、一般の描画ソフトウェアを利用した点図出力支援ソフトウェアを

試作した。これにより開発した点字プリンタが活用できるようになった。より完成度の高いソフト

ウェアを開発することが今後の課題である。

③NISE Graphic用点図・点字出力コードコンバータの作成

新規開発装置と旧来の装置の共用のために、出力コードを変換する「NISE Graphic用点図・点字

出力コードコンバータ」を試作し、検証した。この装置により、これまでの点字データ及び点図デ

ータが新規開発のプリンタNISE Graphicでも出力できるようになった。

（２）視覚障害教育関連基本情報の整備

①情報共有に向けた教育相談に関する情報のニーズ

地域における数少ない盲学校においては、地域の視覚障害教育のセンターとしての機能の一つと

して教育相談の役割の重要性もいっそう増してきており、教育相談機能についても、盲学校等が連

携し、関連情報を共有して互いに協力し補完し合うことによって視覚障害に係わる教育相談の機能

の充実、発展をめざしていくことも大事な視点である。そこで、盲学校の教育相談という組織を維

持するための枠組の整備状況と教育相談実施のために必要とする情報の種類について調査した。福

祉や医療等の連携に関する情報の収集と提供の重要性が明らかになった。

②視覚障害教育情報ネットワークの拡充

視覚障害教育情報ネットワークは、当研究所が運営しており、インターネットで視覚障害教育全

般についての教材データ提供及び情報提供を行っている。平成１６年度末から１７年度にかけて実

施した当ネットのＷｅｂページを見直し、コンテンツの追加、修正、データベースの使用方法につ

いて検討した。旧来の「ライブラリ」を「視覚障害教育教材データベース」に名称を改め 「視覚、

障害教育教材の作成 「視覚障害教育法 「視覚障害教育リソース」の各項目を追加し教材データ」、 」、

ベースの充実とともに、加入機関についても拡充を図った。

（３）地域の医療・福祉等関連機関との連携と情報共有の体制構築について

地域への支援においては、関連他機関との連携も重要な課題である。本研究では、神奈川県を

エリアとした取り組みに焦点をあて、関連機関等との連携による視覚障害支援ネットワーク構築

の取り組みと教育関連機関の連携の在り方について実践的に検討した。

①「神奈川ロービジョンネットワーク」における連携

神奈川県では、視覚障害に関連して地域の福祉・医療・療育・教育連携による「神奈川ロービジ

ョンネットワーク」が形成されている。ここでは、このネットワークの活動状況を紹介するととも

に、視覚障害教育の分野における神奈川県内における弱視教育相談等を通しての療育・早期教育相

「 」 。談の連携や 個別の教育支援計画 とのかかわりという観点からその連携の意義について整理した

②神奈川県弱視教育研究会における連携と情報共有の試み

他機関との連携及び教材等の情報の共有化の推進という観点から、弱視教育担当者間の連携によ

る教育用コンテンツの作成のシステム作りを試みた。弱視児童用漢字学習教材を開発し、モデル的

に視覚障害分野における連携の在り方を示すことができた。

（本年度の自己評価・課題）

３カ年計画の最終年度にあたり、昨年度までの研究を整理するとともに課題点についての検討を進
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め、報告書を刊行した。

視覚障害教育に関わる情報共有については、グラフィック情報を含む点字データについて、より質

の高い教材の電子データによる共有化について特に取り組んできたが、その道筋をつけることができ

た。ハード面の普及とともに 「視覚障害教育情報ネットワーク」を通して日常的活動としてコンテ、

ンツの充実を図っていくことが課題である。教育相談に関する情報共有についてはそのニーズを明ら

かにした。これを基に具体的な取り組みを積み重ねて実践に役立つコンテンツの充実に努めていく必

要がある。

他の学校や教育以外の機関との連携については、神奈川県における取組に関与し、ネットワーク構

築と相互の理解の在り方についてまとめた。ネットワーク形成については、研究として取り組むこと

の限界もあったが、神奈川県の取組を一つのモデルとして示すことができた。

１０） 聴覚障害乳幼児に対する早期からの教育的支援

（研究の概要）

本研究においては、以下のような手順で進めることとした。

○ 聾学校の乳幼児相談（３歳未満児対象）及び難聴幼児通園施設における新生児聴力検査によ

って聴覚障害と診断された乳児を対象とした教育相談業務の中の事例の収集を行う。

、 、○ これらの事例を通じて 聴覚の評価及び補聴器のフィッティングを含めた聴覚的支援の経過

運動面、行動面を含めた全体の発達的支援、保護者からの相談を含めた保護者支援について研究

協力者間で協議を行いながら、検討を行う。

○ これらの検討を受けて、聾学校など教育面での早期からの支援についてのプログラムの構築

を行う。

（本年度の研究実施状況）

本年度は、２回の研究協議会を開催した。第１回は乳幼児教育相談から聾学校幼稚部や幼稚園等へ

、 、 。 、の移行について 第２回は報告書の作成に向け 項立てとその内容について研究協議を行った また

北海道において新生児スクリーニングモデル事業に参画した帯広聾学校を訪問し、その実践事例を収

集した。

（本年度の研究成果）

研究協議会からは、以下のような知見を得た。

「乳幼児教育相談からの移行について」

・乳幼児教育相談からは、聾学校の幼稚部、幼稚園、保育所、教育相談として残留、という３つ

の移行先がある。

・聾学校幼稚部に移行する場合と幼稚園や保育所へ移行する場合では、連携の仕方や情報提供の

内容が異なる。

・移行先に際しては、保護者の意向を確認する。

・保護者が移行先を見学することが重要である。

・移行後の支援には、移行先への巡回指導が重要である。

・移行に関する課題として、関係機関との役割分担の確認や支援チームづくりがあげられる。

研究成果として、課題別研究報告書「聴覚障害乳幼児に対する早期からの教育的支援」を作成し

た。この報告書は、全国の聾学校に配布する予定である。

（本年度の自己評価・課題）

実施計画に沿って、研究協議会を２回開催し、乳幼児教育相談からの移行と研究報告書の内容につ

いて協議することができた。さらに研究成果として報告書を作成した。

（研究期間全体の研究成果）

新生児聴覚検査後の支援について、国内外の状況を整理し最初の支援として母親の心理的な安定

と家族とコミュニケーションの重要性を明らかにした。

また、聾学校の乳幼児教育相談（３歳児未満児対象）において、①聴覚的支援・発達的支援、②
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初回の相談、③多方面領域との連携、④保護者や家族への支援、⑤ 幼稚部・幼稚園等への移行支援

等の在り方が課題であった。この対応については、研究協議会での討議を踏まえて、研究成果報告書

の中でより具体的な対応策について提案した。

１１） ターミナル期における教育的・心理的対応に関する研究

－子どもとともにある教育を目指して－

（研究の概要）

本研究では、小児ガンやターミナル期にある子どもの教育について、院内学級での事例研究、院内

学級担当教員を対象にした調査研究並びにトータルケアの視点からの提言を基に、院内学級とその担

当教員が果たしている役割と直面している課題を把握し、これらの子ども達へのトータルケアにおけ

るこれからの病弱教育の役割、担当教員に期待される役割や専門性を検討した。

（本年度の研究実施状況）

担当教員の抱える課題を全国レベルで把握するために、院内学級担当教員を対象にアンケート調査

た。を行い、これまでの事例報告及び調査結果を整理・分析して、研究のまとめを行っ

（本年度の研究成果）

課題別研究報告書「ターミナル期における教育・心理的対応に関する研究（平成１４年度～平成１

７年度 」をまとめた（研究期間全体の研究成果を参照 。） ）

（本年度の自己評価・課題）

この分野で、教育領域からの初めての研究成果として価値が高い。特に外からの支援を受けにくい

院内学級担当者に役立つ報告書であると考えている。

（研究期間全体の研究成果）

（１）院内学級の役割と課題

・院内学級はターミナル期の子どもにとって、日常とつながることを可能にする非常に大切な意味

をもつ場である。

・教員が抱える課題は、異学年指導や免許外教科、教室の設備、学級経営、病状に影響されて動く子

どもの心理的状況への対応、心身の状態によって指導目標や指導内容を個別に設定しなければなら

ないこと、指導内容や教材が院内学級という条件の下で種々の制約を受けることがあげられた。

・学力の不足は、病気や入院治療に伴う授業時数の不足（学習空白）だけでなく、病状や入退院に伴

う子どもの学習意欲の減退によっても影響され易い。

・子ども同士の仲間関係や学級の一員であるという意識は、院内学級においてそれを築いていくこと

が難しい。

・転入・転出が頻繁な院内学級では在籍児童生徒数の増減に応じた教員数が確保されず、ベッドサイ

ド指導では子どもに関わる時間が大幅に制限される。

・転入に要する手続きの煩雑さ、あるいは入院長期化に伴う前籍校とのつながりの希薄化なども課題

である。

（２）院内学級担当教員の役割と課題

・ターミナル期の子どもにかかるストレスと担当教員にかかる心理的ストレスへの両立が難しい対

応。

・親や家族への支援。

（ 、 ）。・担当教員への支援の工夫 養護学校では複数担当体制 小・中学校では校内の後方支援等が有効

・医療との連携は、教育からの情報発信が重要である。

・特にターミナル期の指導体制として、複数教員担当が有効である。

・院内学級の様子や行事を本校へ広報することは院内学級の子どもが学校とのつながりを感じるチャ

ンスとなる。
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１２） 特別な教育的ニーズのある児童生徒のためのＩＣＴを活用した教材・教具の開発と普及

（研究の概要）

文部科学省が初等中等教育における教師の「 活用指導力」の育成を火急の課題と位置づけるなIT
ど、 （電子情報通信技術等）を活用した効果的な教育をより充実させることへの期待が高まってICT
いる。本研究は、特別な教育的ニーズのある児童生徒の学習において活用されるべき、あるいは現在

まで活用されている教材・教具に を活用し、開発・再開発を行うと共に、新「情報教育に関すICT
る手引」において期待されている全国の特殊教育センター等を通じた支援機器等の普及方策の実現を

含めて実際的研究を推進させようとしたものである。

（本年度の研究実施状況）

本年度は「低床型電動スクーター」２種と「スクーター用コントロールユニット 、ひずみゲージ」

を使用するための「簡易ＡＤ変換ユニット 「呼気センサーを用いた教材ユニット」について実機の」、

開発を行った。

また、パーソナルロボットとインターネットを融合させた教材「パペロとメール」については、本

年度１年間を通して、授業実践が行われた。

授業への集中度が増加して、児童の助詞の誤りが改善するなどの効果が得られている。ペン入力機

能付き触覚ディスプレイ（電子レーズライタ）については、研究協力校に常時設置して、実用化に向

けた実際的な活用を探った。

実証授業などが行われ、プレゼンテーションソフトウェアによる教材作成や情報提示ツールとして

の利用方法が見いだされた。

これらについて下記のような発表を行った。

報告書・研究紀要・雑誌等

（１）課題別研究報告書（平成１８年３月刊行）

「特別な教育的ニーズのある児童生徒のためのICTを活用した教材・教具の開発と普及」

（２）学会誌等

リハビリテーション・エンジニアリング Vol.20. No.3. pp.34-38. 2005

特別な教育的ニーズのある児童生徒のためのICTを活用した教材・教具の開発と普及」「

（３）学会における口頭・ポスター・展示発表

・日本教育工学会大会第21回全国大会（徳島大学：平成17年9月23日～25日「パーソナルロボッ

トを活用した特別なニーズのある子どものための新しい授業の展開」

・第２０回リハ工学カンファレンス（佐賀市文化会館：平成17年9月1日～3日)「特別な教育的ニ

ーズのある児童生徒のためのICTを活用した教材・教具」

・ATAC2005カンファレンス（京都国際会館：平成17年12月3日～4日 「特別な教育的ニーズのあ）

る児童生徒のためのマイクロコントローラを活用した教材・教具」

・電子情報通信学会研究会教育工学部会（信州大：平成17年11月19日 「教育用ＩＣＦデータベ）

ースe-ANGELの設計と試作～ICF関連図の自動生成に向けて～」

・教材ブログ：http://www.et.nise.go.jp/ict/modules/weblog/

（４）トピックス

・教育医事新聞（平成16年3月付け 「特別な教育的ニーズのある児童生徒のためのICTを活用し）

た教材・教具の開発と普及」

・日本教育新聞（平成17年10月17日付け）高知県立山田養護学校と特殊研「ロボット活用し国語

の授業」

（本年度の自己評価・課題）

平成１７年度の終了課題であり、今後の現場での活用事例を期待している。このために、本課題で

は、利用する教員が使用事例や評価に関する情報を共有可能なＷｅｂページの構築を行っている。こ

れは、Ｘｏｏｐｓというツールを用いることで実践的な活用事例が随時追加、更新可能なシステムを

提供している。
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加えて、実機レベルで開発された教材のうち「低床型電動スクーター」と「スクーター用コント

ロールユニット 、ひずみゲージを使用するための「簡易ＡＤ変換ユニット」は、研究所の研究成果」

として、その有効性を確認している教材であり、基板の原板を作成するなど、ある程度の量産を念頭

にいれた開発を行ったことで、現場への普及が効果的に進む考えている。

（研究期間全体の研究成果）

（ ） （ ）１ ＩＣＴ活用教材・教具・機器開発：The Wisconsin Assistive Technology Initiative WATI

が作成している評価シートを検討ツールに利用した研究協力機関への訪問調査、協力者会議など

を経て これまで研究段階にあった教材・教具 具体的には 低床型電動スクーター ２種と ス、 、 「 」 「

クーター用コントロールユニット 、ひずみゲージを使用するための「簡易ＡＤ変換ユニット 、」 」

「呼気センサーを用いた教材ユニット」について、学校、療育の現場への頒布を念頭に実機を開

発した（要望に応じて頒布可能 。）

（２）形成的評価によるパーソナルロボットを用いた教材開発：ＩＣＴの中でも、とりわけインター

ネットなどの通信技術活用として、パーソナルロボットとインターネットを融合させた教材の開

発と実証授業を行った。これはNECメディア情報研究所ロボット開発センターとの共同研究の一

部である。１年間の授業実践が行われた教材「パペロとメール」は知的障害養護学校の児童生徒

が電子メールを使って言葉の学習を進める国語の授業システムであり、授業への集中度が増加し

て、児童の助詞の誤りが改善するなどの効果が得られている（開発された教材プログラムは頒布

可能であり、ハードウェアの提供を受けることで、実際の授業において活用が可能 。）

（３）ペン入力機能付き触覚ディスプレイ（電子レーズライタ）の実際的活用研究：研究所において

研究開発が行われた本システムを、研究協力校に常時設置して、実用化に向けた実際的な活用を

探った。実証授業などが行われ、プレゼンテーションソフトウェアによる教材作成や情報提示ツ

ールとしての利用方法が見いだされた。

このほかに、動画情報通信を用いた学校コンサルテーションの検討等を行った。

１３） 肢体不自由のある子どもの指導及び支援に関する研究－「自立活動の手引き書の作成」－

（研究の概要）

、 、 （ ）肢体不自由養護学校では障害の重複化 多様化が著しく 重複障害学級の在籍率 義務教育段階で

が７５％に達している。このような子どもへの対応として、自立活動を主とした教育課程が編成され

ている。肢体不自由のある子どもの自立活動の指導における課題として、①社会の動きや障害観の変

化に伴う指導のあり方、②自立活動と他教科等の指導内容の明確化、③障害の特性から身体の動きに

、 、 。関する指導が中心で 他の４つの区分についての指導や評価等が十分でない などが指摘されている

本研究では、肢体不自由養護学校での取り組みの現状を分析し、学習指導要領の改訂の趣旨を活か

し、自立活動の指導の一層の充実を図ることを目的に、文部科学省特別支援教育課の協力のもと「自

立活動の手引き書」を作成する。手引き書の作成に当たっては、これまで研究所で実施した研究の成

果を踏まえ、自立活動の今後のあり方についても検討する。

（本年度の研究実施状況）

本研究では、肢体不自由養護学校での取り組みの現状を分析するために、本研究所のプロジェクト

研究「盲・聾・養護学校における新学習指導要領のもとの教育活動に関する実際的研究－自立活動を

中心に－ （平成１２年から１５年度）で実施した調査を基に、自立活動に関する課題を整理した。」

それらの課題に対応して、自立活動に関するＱ＆Ａを作成した。また研究協力機関で行われている特

色ある学校事例について検討した。

（本年度の研究成果）

研究成果として報告書を作成した。報告書の内容は、４章で構成されている。第１章は自立活動に

関する理論編、第２章は学校現場の課題に応えるＱ＆Ａ編、第３章は学校事例編として肢体不自由養

護学校での取組、第４章は自立活動の現状と今後、とした。
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（本年度の自己評価・課題）

自立活動に関する基本的事項を整理し、初心者用にコンパクトでインパクトのある手引書を目指し

たが、研究所の調査研究の成果を基にＱ＆Ａを作成したため、内容が中級程度になった。自立活動を

学校としての取組について言及しているので、学級担任をはじめ、校長、教頭、自立活動の担当者に

も参考になる。

（研究期間全体の研究成果）

、 。 。自立活動の指導の充実に向けて 手引書を作成した 特別支援教育に向けて学校が動き始めている

障害のある子どもの教育では特別な指導領域である「自立活動」は、今後ますます重要な位置を占め

ることになる。本研究では、自立活動に関する４５項目のＱ＆Ａを中心に課題を整理した。手引書に

ある自立活動の概論編や具体的な学校事例を併せて活用することによって、自立活動に関する取組の

重要性が各学校で認識され、指導方法や内容が充実することを期待したい。

１４） 盲・聾・養護学校における医療的ケアに関する実際的研究

（研究の概要）

「盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて （通知）が出されて以後の、医療的」

ケアの実施体制について地方公共団体、盲・聾・養護学校を中心に状況を調査し、分析する。また、

医療的ケア体制整備を推進できるような地方地方公共団体、学校に向けたガイドブックを作成する。

さらに、医療的ケアが実施されたことによる教育的な効果について検証するとともに、通知以後、課

題としてあがってきている点についても整理する。

（本年度の研究実施状況）

・文部科学省「医療的ケアに関する研修事業」に参加

・研究協議会２回開催

・文部科学省の「盲・聾・養護学校における医療的ケアの実施体制整備状況に関する調査」に協力

・盲・聾・養護学校における医療的ケア実施体制ガイドブック（試案）を来年度の文部科学省「医療

的ケア」研修での配布を目指して執筆中。

（本年度の研究成果）

今年度この研究を通して以下の点が明らかになった。

（１）文部科学省が都道府県ならびに政令指定都市へ実施した調査の分析に協力することによって、

医療的ケアの必要な幼児児童生徒数、看護師の配置状況、医療的ケアに関わる教員数等が明らか

になった。また、地方公共団体の運営協議会の構成、研修をどのように実施しているか等の基礎

資料を得ることができた。

（２）研究協力機関等を訪問することによって、実際の現場で体制整備について工夫している点や課

題等についてインタビューによる調査で明らかになってきている。

（３）ガイドブックの作成については、現在取組中である。今後、これらのガイドブックを実際の現

場で使用してもらいさらに充実したものを作成する。

（本年度の自己評価・課題＞

研究代表者が文部科学省へ勤務していたため、１か月に約１回のミーティングを持つことしかでき

ず、研究が当初の計画通りに進まなかった。また、所内には「医療的ケア」について専門知識のある

研究者が少なく、内容面で最初からスタートする研究者もいた。専門知識のある研究者も他の研究の

代表者を兼務しており、本研究に対しての関与率が少なかったといえる。

「医療的ケア」が実施されている盲・聾・養護学校への学校調査、ヒヤリハット事例についての

整理の仕方、事例のまとめ等、今年度できなかた課題について、来年度は精力的に取り組んで実施い

く必要がある。
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１５） 通常の学級における障害理解のためのツール開発に関する研究

（研究の概要）

特別支援教育が名実ともに学校教育の中で息吹くためには、教員や保護者のみでなく、ともに学校

生活を過ごす子どもたちへの障害に関する理解啓発が不可欠である。特に、比較的年齢の低い段階に

おいては、単に障害に関する知識を提供するだけでなく、絵本や児童文学作品などを用いることによ

って、障害のある子どもに対する親しさをもたせることや、自らの生活場面を意識しながら共感的に

理解を深めていくことが重要である。

、 、 、 、 、 、これらのことを踏まえ 本研究では 通常の学級において 視覚障害 聴覚障害 重度・重複障害

肢体不自由、病弱、情緒障害、自閉症、LD、ADHD等の子どもたちが示す幅広い教育的ニーズを題材と

して取り上げ、障害のある子どもの気持ちや支援について考えるきっかけを提供することを目的とし

たツール開発を試みた。

（本年度の研究実施状況）

本研究では、通常の学級における障害理解のツール開発の一つの柱として、年齢の低い段階の子ど

（ ） 。 「 」 、 、もでも利用可能なブックレット 絵本 を作成した はじめに 試案 を作成し この内容について

本研究所の「交流及び共同学習推進指導者講習会」に参加した受講者に対し調査を実施した。そこで

得られた意見を参考に 障害理解ブックレット きみのこと もっとしりたいな―なにかできるかな？、 『 、

なにができるかな？― 試作版 を作成した ポイントとしては ①授業で使えるようなツール 対（ ）』 。 、 （

話式）を作成すること、②１ページあたりの文字の分量を減らし、読み手である子どもに問いかける

形式をとること、③いろいろな子どもがいることを知ること、また障害のある子がどのような気持ち

かを考える機会を提供すること、であった。

さらに、実際にこのブックレットを研究協力校で使用してもらい、実施してみての意見、子ども

たちの反応について収集し、内容の妥当性を検証するとともに、授業等で用いる際の配慮、課題につ

いて整理した。

（本年度の研究成果）

研究Ⅰでは、障害理解のブックレット『きみのこと、もっとしりたいな―なにかできるかな？なに

ができるかな？―』を作成した。このブックレットでは、極力文字の分量を少なくし 「こんな時、、

」 。 、○○くんはどう思っているかな？ と対話式をとった 望むべき正解を読み手に要求するのではなく

このツールを利用することで、障害のある友だちのことを考えるきっかけが提供できればよいとの結

論に達した。

研究Ⅱでは、この障害理解に関するブックレットを実際に使用してもらい、教員らの意見、子ど

、 。 「 」もたちの意見や反応を収集し 考察した 教員からは こういったものは今までになかったのでよい

「ＬＤやＡＤＨＤなど、通常の学級に多く在籍する子どもたちについて取り上げられている」といっ

た点が評価された。一方で、授業の中で活用するには、配慮点などを詳細にまとめた手引き書が必要

なことも示唆された。また、ブックレット以外にも紙芝居や、ＣＤ－ＲＯＭなど、デバイスの拡充も

視野に入れる必要があろう。子どもたちの反応については、年齢的な発達の影響も考慮する必要があ

ること、それと同時に、子どもたちが普段過ごしているクラスの雰囲気や友人関係といった、様々な

要因が関与することも示された。子どもたちについては 「関心を寄せていた 「支援を積極的に考え、 」

ようとする様子がみられた」などの結果が得られた。

（本年度の自己評価・課題）

一方でこのブックレットに関する課題も残された。まず、授業の中で活用するには、配慮点など

を詳細にまとめた手引き書が必要なことが挙げられる。また、ブックレット以外にも紙芝居や、ＣＤ

－ＲＯＭなど、媒体の拡充も視野に入れる必要があろう。さらに、子どもたちの反応については、年

齢的な発達の影響も考慮する必要があること、それと同時に、子どもたちが普段過ごしているクラス

の雰囲気や友人関係といった様々な要因が関与することも示された。今後、これらの課題について検

討していくことが必要である。



- 32 -

（３） 調査研究

＜研究課題＞

研 究 課 題 研究期間 研究代表者等

１）国内外における特殊教育の研究・施策の動向とその評価に関 大内 進

（企画部総括主任研究官）する基礎資料の収集と分析 17年度

久保山 茂樹

（ ）２ 「交流及び共同学習」に関する調査研究 16～17年度） 教育支援研究部主任研究官

３）障害のある児童生徒等の教育の総合的情報提供体制における 渡邉 章

（ ）コンテンツの充実・普及方策に関する実際的研究 17～18年度 教育研修情報部総括主任研究官

４）乳幼児期からの一貫した軽度発達障害者支援体制の構築に関 後上 鐵夫

（教育相談センター長）する研究 17～18年度

＜研究課題毎活動状況＞

１）国内外における特殊教育の研究・施策の動向とその評価に関する基礎資料の収集と分析

（研究の概要）

本調査研究は、特殊教育の充実のために、国内外における特殊教育の研究や施策の評価の動向に係

わる基礎資料の収集分析を行うものである。具体的には、以下の３つの課題に取り組んだ。

（１）国内の大学等における研究動向（政策に係る研究を含む ）に関する調査。

（２）特殊教育の充実をめざした諸外国の取組にかかわる制度的な枠組みと基本的なデータの比較検

討

（３）研究活動の評価とマネジメントに関する調査研究

（本年度の研究実施状況）

（１）国内の大学等における研究動向（政策に係る研究を含む ）に関する調査について。

過去５年間に刊行された学術雑誌と学会の口頭発表及び筑波大学心身障害学研究の過去１０年

。 、 、間に掲載された論文を対象として文献調査を実施した 内訳は 日本特殊教育学会誌：330論文

ＬＤ研究：65論文、発達障害研究：108論文、日本特殊学会大会発表論文集：2,823発表、ＬＤ学

会大会発表論文集：468発表、筑波大学心身障害学研究：187編であった。

政策課題として「センター的 「教育課程 「自立活動 「拡大教材 「軽度発達 「教育支援計」 」 」 」 」

画 「医療的ケア 「通級 「コーディネータ 「教育相談 「自閉症 「手話」のキーワードを用い」 」 」 」 」 」

て文献数、研究を担う機関などについて分析を行った。

（２）特殊教育の充実をめざした諸外国の取組にかかわる制度的な枠組みと基本的なデータの比較検

討について

欧米諸国とアジア諸国における教育及び特殊教育に関する法令、制度、データを収集する基本

的枠組みについて検討した。具体的には、欧米諸国とアジア諸国の基本データについて、Ｗｅｂ

ページより情報収集を行うとともに、アジア・太平洋特殊教育国際セミナーにおいて、基本デー

タ提供を依頼し、その基本データの整理を行った。

（３）研究活動の評価とマネジメントに関する調査研究について

研究活動の評価において、先進的な取り組みを行っている事例についての実地調査並びにＷｅ

ｂ等による情報収集を実施した。また、評価とマネジメントに関する文献調査、本研究所研究職

員を対象としたエフォート調査の試験的実施により実際的研究のための評価について検討した。
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（本年度の研究成果）

我が国の特殊教育研究における政策に関わる研究の動向を分析することで、ナショナルセンターと

して、一層充実すべき研究課題を明らかにした。また、アジア太平洋地域（アジア・太平洋特殊教育

国際セミナー参加国）における教育及び特殊教育に関する法令、制度、データを整理して国内外に報

告した。

（本年度の自己評価・課題）

日本の特別支援教育の一層の充実に向けて、本研究所が取り組むべき研究課題等について、文献の

収集及び分析により研究動向の把握をある程度行うことができた。これらのデータは常に更新される

ものであり、海外における特別支援教育に関するデータのバージョンアップ・システムの形成などが

今後の課題である。また、研究活動の評価とマネジメントに関する研究は、アウトカム評価手法の構

築を含めて継続的にその高度化を目指すことが重要な課題である。

２ 「交流及び共同学習」に関する調査研究）

（研究の概要）

平成１６年６月に障害者基本法の一部が改正され、第１４条の３項に「国及び地方公共団体は、

障害のある児童及び生徒と障害のない児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることによ

って、その相互理解を推進しなければならない」が加えられた。これは、従来から行ってきている交

流教育の一層の推進と、障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との相互理解の推進を、障害者施

策及び教育面から規定したものである。

本調査研究は、盲・聾・養護学校と小・中学校の交流教育、及び小・中学校の特殊学級と通常の

、 、学級との交流及び共同学習の実施状況を把握し 今後の特別支援教育推進体制の整備に資することと

当研究所が実施する「交流及び共同学習推進指導者講習会」の実施に資することを目的とした。

（本年度の研究実施状況）

調査の範囲は、全国の盲・聾・養護学校（知的障害、肢体不自由、病弱）と、小・中学校の特殊

（ 、 、 、 、 、 ） 。学級 弱視 難聴 知的障害 肢体不自由 病弱・身体虚弱 言語障害及び情緒障害 設置校とした

都道府県及び政令指定都市教育委員会に、調査に協力いただける盲・聾・養護学校５校種と特殊学級

設置校７校種について推薦を依頼し、調査対象校とした。教育委員会からの推薦総数は７６１校（盲

・聾・養護学校２５１、小学校２８０、中学校２３０）であった。

調査は全て質問紙法とし、郵送による調査用紙の送付・回収によって実施した。調査用紙は、平

成１７年８月２６日調査対象校宛に直接送付し、同年９月１６日を締め切り日として研究担当者に直

接返送するよう依頼した。回収率は盲・聾・養護学校全体で９５.２％、特殊学級全体で８６.７％で

あった。

分析は、学校種、学級種毎に行った上で、盲・聾・養護学校５校種と特殊学級７学級種とで総合

的な分析を行った。調査結果は研究報告書として平成１８年３月刊行し、調査協力校、教育委員会等

に配布した。

（本年度の研究成果）

質問内容は、学校あるいは学級の全体に関するものと、事例について内容や課題を詳細に尋ねる

ものとがあったが、ここでは前者について結果の概要を記す。

（１）盲・聾・養護学校における学校間交流

① 実施状況：小学部、中学部とも、全ての学校種で９割以上の児童生徒が実施していた。盲学

校、聾学校、知的障害養護学校小学部では、年間８回以上実施している児童も多く見られた。

中学部では年間３回以下の生徒が６割から８割と多く４回以上は少なかった。

② 成果：小学部、中学部とも「児童生徒について理解してもらえた 「盲・聾・養護学校につい」

て理解してもらえた 「大きな集団での学習を経験し、学ぶ力を培うことができた」が多く回答」

された。

、 「 」「 」③ 課題：小学部 中学部とも 実施相手校の意識・理解について 実施相手校の受け入れ体制
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についての２選択肢の回答が多かった。加えて中学部では 「自校(校内)の体制について」も多、

く回答された。

（２）盲・聾・養護学校における居住地校交流

① 実施状況：小学部では４割から６割弱の児童が、中学部では１割から３割の生徒が実施してい

た。

② 成果：小学部では「児童について理解してもらえた 「地域でのつながりや人間関係を形成す」

ることができた 「地域の一員であることを互いに確認できた」が多く回答された。中学部では」

回答が分散し傾向を見いだすことができなかった。

、 「 」「 」③ 課題：小学部 中学部とも 実施相手校の受け入れ体制 実施相手校の意識・理解について

「付き添い(送迎も含む)の問題 「学校に残る児童生徒の対応について」が多く回答された。」

加えて病弱養護学校では「安全確保・緊急対応の問題」が多く回答された。

（３）特殊学級における交流及び共同学習

① 実施状況：弱視、難聴、言語障害では小・中学校とも、また、小学校の肢体不自由でも全ての

児童が実施していた。知的障害と情緒障害では、児童生徒の実態によって様々な実施状況が見ら

れた。病弱・身体虚弱では、小・中学校とも実施している児童生徒の割合は６割で、もっとも少

なかった。

② 成果：全体的に「集団生活で社会性を培うことができた 「校内でのつながりや人間関係を形」

成することができた」が多く回答された。加えて、小学校の弱視や病弱・身体虚弱では「より大

きな集団で学習を経験し、学ぶ力を培うことができた」が、難聴、知的障害、情緒障害では「特

殊学級の児童生徒について理解してもらう」が多く、中学校では「特殊学級の児童生徒について

理解してもらう」が多く回答された。

③ 課題：全体的に「特殊学級担任の付き添いの問題 「交流先の学級の担任や児童生徒の意識や」

理解について 「安全確保・緊急対応の問題」の回答が多かった。小学校情緒障害特殊学級の回」

答には「交流時、特殊学級に残る児童生徒の対応について」が際だって多く回答された。

（本年度の自己評価・課題）

本研究所ではこれまで障害種別に交流の調査を実施してきたが、今回初めて全障害種（学校種、

学級種）を総合的に調査することができた。特に、盲・聾・養護学校における居住地校交流の実態に

ついては詳細な調査は今回が初めてであった。単年度の調査研究で、不十分な点もあるが 「交流及、

び共同学習」が障害者基本法に明文化されて間もないころの実態と課題について明らかにすることが

できたのではないかと考える。

当初計画していた実地調査は実施できなかった。これについてはプロジェクト研究「交流及び共

同学習」に引き継いでいきたい。

３）障害のある児童生徒等の教育の総合的情報提供体制におけるコンテンツの充実・普及方策に関す

る実際的研究

（研究の概要）

当研究所では、これまでに「障害のある子どもの教育の広場」の開設など、研究所Ｗｅｂサイト

からの情報発信の充実に努めてきた。今後、より一層の情報提供内容の充実を図るためには、教育セ

ンター及び特殊教育センターや盲・聾・養護学校等のニーズに対応した情報コンテンツの充実及びそ

の効果的な普及を行っていく必要がある。

このような認識から、本研究では、教育センター及び特殊教育センターや盲・聾・養護学校等に

対する調査を行い、それを踏まえてコンテンツの充実・普及を図るとともに、これらのコンテンツに

関する情報提供システムの在り方について、関連機関との密接な連携の下に、検討することを目的と

する。

（本年度の研究実施状況）

平成１７年度は、２年計画の１年目であり、次のような活動を行った。
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（１）所内研究分担者会議

所内研究分担者会議は、原則として月２回の頻度で実施し、研究の進捗状況の報告及び協議を

行った。

（２）研究協議会の開催

研究協力者を交えた研究協議会は、７月に開催、本研究の趣旨及び研究計画について説明し、

研究の進め方について意見交換を行った。

（３）研究実施内容

本研究の主な実施内容は、以下の通りである。

①障害のある児童生徒等の教育に関するコンテンツの充実・普及方策に関する検討

②Ｗｅｂによる情報提供におけるアクセシビリティの向上に関する検討

③障害のある児童生徒等の教育に関するｅラーニング活用の在り方の検討

④中間報告書の作成

（本年度の研究成果）

（１）障害のある児童生徒等の教育に関するコンテンツの充実・普及方策に関する検討

地方分権化が進む中、障害のある児童生徒等の教育に関する情報の普及において、都道府県・

政令指定都市等の教育委員会や教育センター・特殊教育センターの Ｗｅｂサイトからの情報提

供が果たす役割は、ますます重要になっている。そのため、本研究では、教育委員会、教育セン

ター・特殊教育センターのＷｅｂサイトによる情報提供について調査を行った。

教育委員会のＷｅｂサイトにおける情報提供内容で最も多かったのは、教育施策に関する情報

であり、教育センター・特殊教育センターのＷｅｂサイトでは、研修事業、教育相談事業、研究

事業といったセンターで実施している業務に関する情報提供が中心となっていた。今後は、関係

機関による情報提供における役割分担を一層明確にして、相互に補完し合うような情報提供を行

うことが、障害のある児童生徒等の教育に関する情報提供を充実させていく上で効率的であると

考える。

（２）Ｗｅｂによる情報提供におけるアクセシビリティの向上に関する検討

教育委員会、教育センター及び特殊教育センターのＷｅｂサイトのアクセシビリティを、点検

ツールを利用して調査した。その結果、点検項目の中では 「文字のサイズの固定 「見えづら、 」、

い色の選定」に関する問題が最も多くみられた。今後、教育関係機関のＷｅｂサイトのアクセシ

ビリティを一層向上させていくために、Ｗｅｂアクセシビリティに関する理解・啓発を一層推進

していく必要があると考える。

（３）障害のある児童生徒等の教育に関するｅラーニング活用の在り方の検討

障害のある児童生徒等の教育に関するｅラーニング活用に関する検討のため、次のモデル講習

会の取組を行った。

①「障害のある子どもの情報教育とその指導」

②「盲ろう児童生徒担当教諭モデル講習会」

これらのモデル講習会において、事前学習におけるＷＢＴ（Web based training）の利用や講習

、 。会後のフォローアップにおける電子会議室の利用など ｅラーニングの手法を活用した取組を行った

これらの取組を通じて、ｅラーニングの効果的な活用方法について、実践的な知見を得た。

（本年度の自己評価・課題）

平成１７年度の研究計画に沿って、計画通りの研究活動を実施することができた。

平成１８年度においては、次の課題について検討を行う予定である。

①盲・聾・養護学校のＷｅｂサイトからの情報発信の活性化

盲・聾・養護学校には、地域のセンター的機能を果たすことが求められている。そのためのＷｅ

ｂサイトによる情報提供の在り方に関して検討することを予定している。

②Ｗｅｂサイトによる情報提供における関係機関の役割分担及び連携

Ｗｅｂサイトからの情報提供に関して教育関係機関におけるどのような役割分担及び連携協力が
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必要かということについて、訪問調査及びアンケート調査を行う予定である。

４）乳幼児期からの一貫した軽度発達障害者支援体制の構築に関する研究

（研究の概要）

本研究では、就学前期における軽度発達障害児の発見システムや支援システムがどのようになっ

ているかの実態を調査することで、軽度発達障害者に対する一貫した支援体制、特に乳幼児期を中心

にした支援体制を構築するための基礎資料を得ることを目的とする。

（本年度の研究実施状況）

発達障害者支援について先進的に取り組みをしている湖南市や赤穂市の情報を得ると共に、発見

・支援システムの現状についてその実情を把握するため、保健センター用、保育所用、幼稚園用のア

ンート調査項目を作成した。さらに人口規模別にいくつかの地方公共団体を選び、アンケート調査を

実施した。

（本年度の研究成果）

現在、アンケート調査の集計を行っているところである。詳細について結果が出次第報告してい

く。この調査の実施をとおして、各地方公共団体においても、軽度発達障害幼児の発見についての問

診票の作成が求められているようで、共通の話題をとおして今後連携における手がかりが得られた。

また、保健センター、保育所、幼稚園それぞれの連携ができていない現状で、その支援が繋がってい

ないことも分かり、一貫した支援に関する課題が明らかになった。

（本年度の自己評価・課題）

本年度は、調査項目の作成に時間を要し、調査期間が予定より遅れたことは反省すべき点と考え

ている。しかし、こうした調査を通じ、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の概念等実際幼児期に係わ

る関係者の間に必ずしも周知できているとは言い難い実態も分かり、こうしたことが理解の切り口に

なったともいえる。今後アンケート調査の結果から発見システムや支援システムについての課題と一

貫した支援への対策や連携に関する提言をしていきたい。

（４） 共同研究

＜研究課題＞

研 究 課 題 研究期間 研究代表者 共同研究機関

筑波技術短期大学障害１）高等教育機関に在籍する盲ろう学生の 佐藤 正幸

（教育支援研究部 者高等教育センタ－教育・日常生活支援専門家養成研修カ 平成16～17年度

総括主任研究官）リキュラムの開発

独立行政法人日本学生２）高等教育機関における発達障害のある 佐藤 克敏

（教育支援研究部 支援機構学生に対する支援に関する全国実態調 平成16～18年度

主任研究官）査

日本電気株式会社メデ３）パ－ソナルロボットの特性を利用した 棟方 哲弥

（企画部 ィア情報研究所障害者向けインタ－フェ－スの開発 平成16～18年度

総括主任研究官）

東北大学電気通信研究４）電子透かし技術を応用した障害児者の 棟方 哲弥

（企画部 所ための情報補償システムの開発 －音響 平成16～18年度

総括主任研究官）の情報バリアフリ－化に向けて－

横須賀市５）地域における障害のある子どもの総合 後上 鐵夫

（企画部総合研究官） 神奈川県立保健福祉大的な教育支援体制の構築に関する実際 平成16～18年度

学的研究
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国立病院機構久里浜ア６）学習障害、注意欠陥多動性障害、高機 渥美 義賢

（教育支援研究部 ルコ－ル症センタ－能自閉症等に関連する脳機能障害の解 平成16～18年度

総合研究官）明を目指した予備的研究－脳機能の非

侵襲計測を中心に－

＜研究課題毎活動状況＞

１）高等教育機関に在籍する盲ろう学生の教育・日常生活支援専門家養成研修カリキュラムの開発

（研究の概要）

視覚と聴覚の両方に重複して障害を有する盲ろう学生が高等教育機関において授業を受け、演習や

討議に参加し、キャンパスで生活し仲間と交流するためには多様な支援を必要とする。

高等教育機関における単一障害学生の支援システムの体制は整いつつあるが、盲ろう学生の支援を

担当できる専門家は日本にはきわめて少なく、そのような専門家を養成するためのカリキュラム及び

養成機関はほとんどないのが現状である。

本研究では、実際に盲ろう学生が在籍する国立大学法人筑波技術大学の障害者高等教育センターと

共同研究を行い、実際の支援活動を通じて、盲ろう学生の教育・日常生活支援専門家養成カリキュラ

ムを開発することを目的とした。

（本年度の研究実施状況）

盲ろう学生は、基本的なニーズを共有しつつも、一人ひとりの障害状況の違いにより、情報保障及

び状況整備に関して異なるニーズを有する。

本年度は、他の高等教育機関に在籍する盲ろう学生の面接調査を行い、より広い視野で盲ろう学生

の支援ニーズについて整理した。

さらに、昨年度から展開してきた盲ろう学生のための具体的環境整備及び講義への支援を実行し

た。

①アメリカ合衆国における盲ろう学生の高等教育支援（昨年度調査実施 、②在籍している盲ろう）

学生への教育と日常生活支援の具体的実践、③他大学に在籍している盲ろう学生のニーズ調査、④盲

ろう学生の支援と受け入れのための高等教育機関への提言、⑤盲ろう学生の教育・日常生活支援専門

家養成研修カリキュラム案、以上を報告書としてまとめた。

（本年度の研究成果）

・上記報告書

・佐藤正幸・中澤惠江「アメリカ合衆国における盲ろう学生の高等教育支援」日本特殊教育学会第

43回大会

（本年度の自己評価・課題）

他の高等教育機関に在籍している盲ろう学生の面接によるニーズ及び課題の把握は、盲ろう学生支

援の視野を広げた。

課題としては、高等教育機関を卒業してからの盲ろう学生のフォローアップが必要と考えられた

が、時間的にできなかったことがあげられる。

（研究期間全体の研究成果）

、高等教育機関における単一障害の学生の支援についてはこれまでも研究が積み上げられているが

重複障害である盲ろうについて大学と研究所が共同研究で取り組んだのは始めてである。情報とコミ

ュニケーションに多大な制限をもつ盲ろう学生の勉学と学生生活の成功には、大学側の理解と、一人

ひとりの盲ろう学生のニーズに応じた支援をコーディネートできる盲ろう障害の理解者が不可欠であ

る。

本研究成果はこれから大学を目指す盲ろう学生にも、また、盲ろう学生の受け入れを検討している



- 38 -

大学にも、必要な支援と専門家を育てるための指針を提供するものである。盲ろう学生支援の長い歴

、 。史をもつアメリカの情報は 大学入学以前の支援を含めてさらに広い視野を提供してくれると考える

２）高等教育機関における発達障害のある学生に対する支援に関する全国実態調査

（研究の概要）

高等教育機関における発達障害のある学生の在籍状況や支援内容・方法の全国的な実態を明らかに

し、支援のあり方について提言するとともに、ガイドブック等理解促進のための資料を作成し、大学

教職員及び学生相談センター等学生の支援にかかわる職員の理解促進を図ることを目的とする。

（本年度の研究実施状況）

質問紙調査の結果、独立行政法人日本学生支援機構との打ち合わせを行い、質問紙の項目作成及び

全国の高等専門学校、短期大学、大学計１２７２校を対象とした質問紙調査を実施した。また、本調

査の結果を参考とし、支援実績のある高等専門学校１校を訪問し、インタビュー調査を行った。

（本年度の研究成果）

全国調査は、全国の全大学・短期大学、高等専門学校１２７２校を対象とし、回答を、学生相談担

当部門もしくは保健管理担当部門の担当者に記入するよう依頼した。７９７校より回答があり、回収

率６２.７％であった。結果から、約３割の大学・短期大学・高等専門学校において、過去５年間で

発達障害のある学生からの相談があったことが明らかとなった。しかしながら、このような相談は高

等教育機関が組織的に支援体制を作って対応しているのではなく、相談担当者が個人的に対応してい

るようであり、今後高等教育機関において組織的な対応が可能となるような仕組みを整える必要があ

ると考えられた。

実地調査の結果から、学校内の支援体制としては担任を中心に学科で対応しており、学生相談や保

健室を訪れる学生については、これを後方支援していることがわかった。現状では、高機能自閉症の

、 、診断があるもしくは疑われる学生が数名在籍しており レポート作成等に困難を示す学生が多いこと

専攻科等の同学科の学生にカウンセラーによる心理面接や学業面のサポートを依頼するなどの支援が

あること、また、学内の対応だけでは難しい学生がいた場合、県の発達障害者支援センターや医療機

関と連携して対応していることなどが明らかとなった。

なお、全国調査の結果については、研究所ＨＰに結果概要を掲載した。また、日本特殊教育学会

第４３回大会自主シンポジウム「障害学生の高等教育（その１０）－発達障害のある学生の「卒業」

に向けた支援を中心に－ 、障害者の高等教育推進のための学内体制の整備と連携に関する研究会主」

催（主催者関戸英紀・鶴岡大輔）の「障害者の高等教育推進のための学内体制の整備と連携－軽度発

達障害の学生の支援を中心に－」で概要を発表した。加えて、独立行政法人メディア教育開発センタ

ーのSCS（スペースコラボレーションシステム）利用研修「高等教育に学ぶ障害者への配慮と学習支

援第２回高等教育機関の発達障害のある学生に対する支援に向けて」において、本結果を紹介しなが

ら、高等教育機関の発達障害のある学生に対する支援において、重要となる事項等について情報提供

を行った。

（本年度の自己評価・課題）

全国調査の結果について、全体的な概要を分析し、ＨＰや学会等で研究成果を普及することができ

た。また、本調査の結果を参考として、支援実績のある高等専門学校を訪問し、インタビュー調査を

実施することができた。しかしながら、全国調査の結果の詳細な分析はまだ途中であり、実地調査機

関は１校にとどまった。詳細なデータの収集・分析については、次年度の課題となっている。

３）パ－ソナルロボットの特性を利用した障害者向けインタ－フェ－スの開発

（研究の概要）

本研究は、研究所のプロジェクト研究「マルチメディアを用いた特殊教育に関する総合的情報シス

テムの研究開発」において開始され、課題別研究「特別な教育的ニーズのある児童生徒のためのＩＣ

Ｔを活用した教材・教具の開発と普及」において継続して実施されている“パーソナルロボットを用
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いた知的障害者用インターフェースの開発と評価”を、ロボットの開発者であるＮＥＣとの共同研究

として改めて位置づけて開始するものである。国立特殊教育総合研究所は、障害のある子どもの教材

の設計と開発・評価に係る実際的研究を担当し、ＮＥＣは、同社の基礎的研究により開発されたパー

ソナルロボットPaPeRoの技術情報の提供とシステムの高度化を担当する。研究所が実際的研究によっ

て得た評価データ及び、開発された基本プログラムは両者が共同で検討することで、実用化・製品化

を目指す。

（本年度の研究実施状況）

本年度は、教材を大幅に改善するとともに、年間を通じて実証授業が行われた。また、新たに富士

通製のアクティブ無線タグシステムの導入を行った。

（本年度の研究成果）

実証授業では、児童の授業への集中度が増加して、児童の助詞の誤りが改善するなどの効果が得ら

れている。

新たに導入したタグシステムによれば、教室内における児童の位置情報などをロボットが感知する

ことができる。

（本年度の自己評価・課題）

共同研究を実施することで、ＮＥＣによる最新の装置の提供や他大学等で行われている開発研究の

様子などについて情報交換が可能となっている。実証授業により、一応の有効性が示唆されたことを

受けて、統制群の設定など、より精査された実証授業を進める必要がある。

４）電子透かし技術を応用した障害児者のための情報補償システムの開発 －音響の情報バリアフリ

－化に向けて－

（研究の概要）

障害者基本法に規定された「情報の利用におけるバリアフリー化」は、情報機器等における障害者

。 、 、の利便の確保を国と地方公共団体の責務としている 加えて 参議院内閣委員会の同法の付帯決議は

情報機器等のみならず、コンテンツや通信サービスについてのバリアフリー化の実現に向けて万全を

期すことを明記した。すでに、申請者らは、プロジェクト研究等において、障害のある子どもが情報

機器、メディア及びコンテンツを活用するための開発研究等を行ってきているが、教育場面における

情報バリアフリーに焦点を当てた研究開発では、電気通信分野の基礎的・理論的研究の融合が必須と

なる。

本研究では、障害児者の情報バリアフリー分野に有効と考えられる電子透かし技術に関する特許と

「 」 。研究実績のある東北大学電気通信研究所と共同で 障害児者のための情報補償システム を開発する

（本年度の研究実施状況）

空気中を伝搬する音声を文字データに変換するための方式の検討を行うとともに、データを共有す

るためのシステムの導入を行った。また、ろう学校における実証実験の準備段階として、検査器具の

準備並びに、葛飾ろう学校、筑波大学附属ろう学校において研究協議を行った。

（本年度の研究成果）

本年度は、情報補償システムの機能を実現させる方法を検討するとともに、音響データ分析システ

ム、機能検査用具の導入整備を行った。

（本年度の自己評価・課題）

音響における情報バリアフリーを実現させるための音響データ分析システムならびに機能検査等に

ついて導入整備を行うことができた。その一方で、実証システムの試験的な構築には至らなかった。

次年度の実証実験の早期開始を目指したい。

５）地域における障害のある子どもの総合的な教育支援体制の構築に関する実際的研究

（研究の概要）

障害保健福祉圏域と整合性のあるネットワーク作りを行うためには区市町村レベルでの検討を行っ
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ていく必要があり、研究所の所在地である横須賀市と同市にある神奈川県立保健福祉大学と共同研究

体制を構築し、中核市レベルでネットワーク作りに必要な連携方策を実証的に研究することを目的と

し、以下の３点についてすすめる。

、 、 、① 次世代育成行動計画 青少年育成計画 子どもセンター基本計画等の市全体計画策定段階から

市担当者と協働して、障害のある子どもやその保護者が受けてきた教育、保健、福祉サービスの

検討を行う。市側からの要請により必要に応じて、ニーズ調査等の調査研究に協力する。

② ①をふまえ、各機関の役割を明らかにし、連携のあり方を検討する。

③ 教育、医療、福祉の新たなネットワーク（地域の総合的な教育支援体制）構築をめざし、関係

専門職の研修計画策定を行う。

（本年度の研究実施状況）

① 横須賀市と共同して、共同研究懇談会を定期に開催すると共に、横須賀市教育相談支援チーム

との連携で配慮児への相談・対応等の協議を行うと共に、障害のある子どもの実態把握のための

方法論を検討した。

② 神奈川県立保健福祉大学との共同として、共同研究懇談会を通して、横須賀市幼稚園・保育園

研修会やイブニングセミナー等を実施し乳幼児期の子育てについて指導者を支援する方法を検討

した。また、行政レベルでの障害モニターシステムの開発を試みた。

（本年度の研究成果）

① 教育相談支援チームとの連携で、特別支援教育の推進を図るときの中核市規模の課題が明らか

になった。

② 各研修会等の中で、アンケート調査を実施してきたが、指導者の課題や意識が職種により違い

があることが明らかになってきた。

（本年度の自己評価・課題）

今年度は課題を明確にしてきたこと、具体的な支援方法を行うことで連携について考えられたこと

などが評価できる。今後このことを元に、ネットワークづくりの方策を実証的に実施する中で提案し

ていきたい。また、行政内で子ども育成部と教育委員会等の連携が進んでおり、プロセス研究として

すすめていく。

６）学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症等に関連する脳機能障害の解明を目指した予備的

研究－脳機能の非侵襲計測を中心に－

（研究の概要）

今年度を初年とする３か年の課題別研究である「脳科学と障害のある子どもの教育に関する研究」

における研究推進体制の基盤整備の一貫として、脳機能の非侵襲的画像診断が可能な医療機関との共

同研究は必須である。研究所で蓄積してきた心理教育的データのある子どもを対象に、障害に関連す

る脳機能障害の解明を目指した予備的研究を行うと共に、そのような脳機能障害のメカニズムを踏ま

えた指導内容・方法の検討を行うことを目的とする。

（本年度の研究実施状況）

独立行政法人国立病院機構久里浜アルコール症センターにあるMRIと研究所で導入されているNIRS

の相互利用のための研修を行った。また、NIRSを利用した精神科領域の研究に関する合同講演会を開

催した。

（本年度の研究成果）

・国立特殊教育総合研究所紀要第３３巻２００６

特集「脳科学と障害のある子どもの教育」

（本年度の自己評価・課題）

平成１７年度で共同研究体制が確立し、今後の研究成果が期待できる。

以上、プロジェクト研究、課題別研究、共同研究の順に述べてきた。本研究所ではこの他
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に科学研究費補助金等による研究を行っている。

科学研究費補助金の各研究毎の実施状況は「別紙 １」のとおりである。

（４）研究活動の外部評価

研究所の管理及び運営に関する重要事項について外部の有識者で構成する運営委員会から

助言を受けているが、平成１５年３月の運営委員会において、研究活動の改善向上に資する

ため、外部評価を実施することとして、平成１５年４月にその運営委員会に外部評価部会を

設置した。外部評価部会は、利用者のニーズに応える研究を推進する観点に立って、研究活

動の成果等について、昨年と同様に平成１６年４月から６月にかけて、部会を開催する他、

委員による書面評価等を経て、評価を実施した。

外部評価部会は、大学の研究者、学校関係者、特殊教育センター関係者及び福祉関係者等

による障害種（感覚障害、発達障害等）のバランスを考慮し、運営委員３名、運営委員以外

の外部有識者９名、計１２名で構成した。

評価は、平成１７年度に実施したプロジェクト研究７課題（平成１５～１７年度：２課

題、平成１６～１７年度：２課題、平成１６～１８年度：２課題、平成１７～１９年度：

１課題 、課題別研究１１課題（平成１４～１７年度：１課題、平成１５～１７年度：３）

課題、平成１６～１７年度：５課題、平成１７年度のみ：２課題 、調査研究１課題（平）

成１６～１７年度 、共同研究１課題（平成１６～１７年度）及びガイドブック１課題を）

含む２１課題を対象に （１）研究目標の妥当性 （２）研究の進捗（達成）状況 （３）研、 、 、

究の成果の３つの評価項目を設け、書面審査により行い、５段階で評価項目ごとの評価とそ

（ ） 。 。れを踏まえた総合的な評価 総合評価 を実施した それぞれの評価にはコメントを付した

（総合評価の５段階評価 Ａ ：卓越している、Ａ：優れている、Ｂ：普通である、Ｃ：や＋

や劣っている、Ｃ ：劣っている）－

この外部評価部会の結果は運営委員会において報告され、審議了承された。

評価した研究課題等２１課題の総合評価の概況については、

①プロジェクト研究の７課題中、優れているＡ評価が６課題、評価するには時期尚早と

して評価に至らなかったものが１課題、

②課題別研究の１１課題中、優れているＡ評価が６課題、普通であるＢ評価が５課題、

③調査研究１課題は、優れているＡ評価、

④共同研究１課題は、普通であるＢ評価、

⑤その他ガイドブック１課題は、普通であるＢ評価、

であった。

研究報告書の構成や内容等に関しては、全般的に現場のニーズに対応し、活用できるよ

うな研究成果にシフトしようとする姿勢が見受けられるとともに、前年度の外部評価部会

の指摘を踏まえ、図表などの構成においても分かりやすくするための工夫が随所になされ

ていた。

しかし、一部の課題については、一部の委員の総合評価にＣ評価が見られるなど、研究

内容の分析・考察に工夫が必要な部分、総括的なディスカッションやまとめに工夫が必

要な部分、より踏み込んだ調査・研究が必要な部分なども散見された。

また、研究経過の報告書に関しては、これまでの研究経過と今後の研究への取り組み

の方向を明確に示す等の工夫が必要な課題も見られた。この点に関しては、外部評価の

具体的記述等を参考にして、今後の研究に生かしていきたい。
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研究課題ごとの総合評価状況は次のとおりである。

プロジェクト研究

研究課題 総合評価 評価結果のポイント

、 。「養護学校等における ガイドブックの性格をよく把握しており 完成度は高い

自閉症を併せ有する幼 なお、特別支援教育への転換を踏まえ、新たな教育課程

児児童生徒の特性に応 を創造するという視点をもっと強く出しても良いのではな

じた教育的支援に関す いかと考える。また、様々な困難さをもつ子どもに対応す

る研究－知的障害養護 A るときの基本的なアプローチ方法として位置づけていくこ

学校における指導内容、 とが必要である。

指導法、環境整備を中

心に－」

（３年計画の３年次）

「小中学校に在籍する ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等の指導内容と自立活動

特別な配慮を必要とす との整理が分かりやすく、配慮リストと評価、個別の指導

る児童生徒の指導に関 計画まで活用しやすいものであり、研究の意義は高い。ま

する研究ーＬＤ、ＡＤ た、総合的にみて、次期学習指導要領に向けた参考資料と

、 、ＨＤの指導法を中心に なり 学校現場のニーズに応える内容にもなっているので

ー ３年計画の３年次 A 優れた成果をあげたものと考える。」（ ）

なお、個別の指導計画について示した内容が、自立活動

や通常の学級における配慮について検討した結果を反映で

きるようになっているとさらによかった。一層充実した改

訂版が発刊されることを期待したい。

「特別支援教育コーデ 研究成果を具体的にまとめており、教育現場や行政のニ

ィネーターに関する実 ーズに合致している。また、小・中、養護学校、センター

際的研究」 など幅広い視点から事例が示されていることから、行政や

（２年計画の２年次） 学校等多くの利用が期待できる。特に、学校では、研修資

A 料としての活用が期待できる。

なお、図の説明や文章などに分かりにくい部分があるた

、 。 、め 読みやすくなるよう配慮して欲しい 文章を短めにし

テンポ良く読めるようにするなどの工夫も必要である。

「小・中学校における 特別支援教室に向けて、特殊学級や通級指導の弾力化に

障害のある子どもへの 向けた実際の体制づくりや具体的な運営に活用できるきめ

教育の支援体制に関す A 細かい内容であり、国の施策として、知的障害以外の特殊

る研究」 学級を考えたとき、本研究で得られた調査結果は高く評価

（３年計画の２年次） できる。

個別の教育支援計画 教育現場や行政等のニーズに合致しており、教育現場の「『 』

の策定に関する実際的 指導や行政で活用できる研究報告となっている。有効な資

研究」 A 料として今後の利用が期待できる。

（２年計画の２年次） なお、教育現場におけるケアプランの形式・内容の統一

を今後もう少し研究して欲しい。
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「拡大教科書作成シス 内容的に大変ボリュームがあり、オールカラーの写真や

テムの開発とその教育 図表・グラフ等を多用した拡大教科書を安定的に供給でき

、 。効果の実証研究」 るシステムを開発した点は画期的であり 高く評価できる

（３年計画の２年次） A 今後は、教科書発行会社や拡大教科書製作ボランティアと

の協力体制の整備を行ったり、他の障害種別での活用の可

能性等に関しても研究を進めることを期待したい。

「交流及び共同学習に 研究は緒についたばかりであり、研究の進捗状況や研究

関する実際的研究」 ― 成果については、評価するには時期尚早である。

（３年計画の１年次） 今後の研究成果に期待したい。

課題別研究

研究課題 総合評価 評価結果のポイント

「聾学校におけるコミ 学校現場での手話研修の充実という実践的な課題を、実

ュニケーション手段に 践的な視点から取り上げて、一定の成果を挙げている。

関する研究－教職員の また、この研究の総括を「聾学校における手話の活用を

手話活用能力の向上と B めぐって」において行っているが、聾学校において、教員

これを用いた指導の在 の手話能力を高めるための研修プログラムを開発するとい

り方の検討－」 う本研究の命題に十分応えたとは言い難いので、今後も継

（２年計画の２年次） 続的研究が行われることを期待したい。

「知的障害教育におけ 生活単元学習は知的障害教育における中心的な指導形態

る領域・教科を合わせ として広く実践・研究され、文献も豊富であり、ガイドブ

た指導と教師の専門性 ックとしてのできはすこぶる良い。

向上に関する研究」 B しかしながら、研究目的が焦点化されていないために、

（２年計画の２年次） 全体の内容や構成がばらばらになってしまっているように

思われる。

「神経症・緘黙症・精 神経症や精神病、行為障害などの児童・生徒に対する教

神病・脳の器質的障害 育的な支援は非常に重要であり、本人・保護者の悩みは非

等のある児童生徒への 常に大きいため、社会的な意義もあり、今後に大きく期待

教育的支援に関する研 B したい。

究」 なお、学校でどう使い、どうあるべきかという展望また

（２年計画の２年次） はビジョンに欠けているように思われる。

「重複障害のある児童 事例が充実しており、現場に還元したいという意図が感

生徒の教育課程の構築 じられる。また、障害の重度重複化、多様化の著しい通学

に関する実際的研究」 部等の入院児を対象とする病院内分教室や訪問学級など様

（２年計画の２年次） 々な場で教育活動を行っている学校を預かっている者にと

B って本報告書は大変参考になる。

しかしながら、主題との関連で考えると、それぞれのも

のを寄せ集めたものという印象が強い。今後の研究の積み

上げに期待したい。
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「盲・聾・養護学校高 高等部教育における現状と課題を十分なデータ数をもと

等部における情報教育 に整理し、情報提供したことは意義がある。また、進路と

のカリキュラムに関す もかかわって、職業的な自立を目指した情報教育といった

る研究」 観点を踏まえた卒業後の状況などの追跡調査は更に参考に

（２年計画の２年次） A なると思われる。

、 。なお 就労先での課題が明確になっているとはいえない

実際にどのような課題が就労先ではあるのかを調査し、学

校教育における情報教育のカリキュラムの在り方を継続し

て研究することを期待したい。

「盲学校および弱視学 全般的には、点図の電子データ化や点図プリンタの開発

級等における情報シス など研究目標達成に向けた大きな成果が認められ、質の高

テムおよび地域ネット い提示教科書を簡便に作成できる方法を示した研究は貴重

ワークを活用した視覚 である。

障害教育にかかわる情 A なお、視覚障害教育における「教育相談マニュアル」の

報収集・提供の在り方 作成や「視覚障害教育情報ネットワーク」のコンテンツ充

に関する研究」 実、関連機関との連携など、残された課題も大きいため、

（３年計画の３年次） 今後の研究に期待したい。

「聴覚障害乳幼児に対 聴覚障害のみならず他の障害の乳幼児教育相談でも活用

する早期からの教育的 できる研究になっている。医療福祉関係機関との連携によ

支援」 る相談内容の質的向上やネットワークの構築等についてさ

（３年計画の３年次） A らにワンランク上の研究に期待したい。

なお、内容的には、超早期からの教育的支援の歴史ある

、 。聴覚障害教育という点を加味すると 物足りなさを感じる

「ターミナル期におけ 本研究は、現場で指導している教師にとって役立つ内容

る教育的・心理的対応 であり、非常に意義があり、評価に値する。

に関する研究－子ども なお、今後、心理的な面からの分析により、具体的な場

とともにある教育を目 A 面とその効果的・適切な対応をまとめて欲しい。

指して－」

（４年計画の４年次）

「特別な教育的ニーズ 子どもの変化と共に教師の振り返りを含めていて、授業

のある児童生徒のため への適用の可能性を理解することができ、指導上の一定の

のICTを活用した教材・ A 成果を確実にあげることができると思われるが、広く教育

教具の開発と普及」 現場で活用する（実用に供する）という面から考えると開

（３年計画の３年次） 発途上である。今後の展開に期待したい。

「肢体不自由のある子 特別支援学校への転換を目指すとき専門性の向上が不可

どもの指導及び支援に 欠であるが、特に肢体不自由教育を考えると、自立活動の

関する研究－自立活動 充実が求められることからも、この研究の意義は大きいと

の手引き書の作成－」 思われる。また、教員を対象とした手引書として内容が適

（１年計画） A 切であるとともに、分かりやすく、使い易い手引きとなっ

ている。今後、自立活動の指導内容や１つ１つの具体的指

導法を確立、体系化して、多くの教員の手に渡るようにし

て欲しい。
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「通常の学級における この研究は包括的な理解を目指し、かつ児童生徒の視点

障害理解のためのツー からまとめられており、評価できる。研究報告の記述に、

ル開発に関する研究」 B 工夫があればもっと良いと思われる。

、 。（１年計画） なお ブックレットの開発には更なる工夫が必要である

調査研究

研究課題 総合評価 評価結果のポイント

「 交流及び共同学習』 国として積極的に推し進めている障害のある児童生徒の『

に関する調査研究」 交流教育について、様々な障害種を対象とする学校での取

（２年計画の２年次） A 組の現状を捉え、交流教育の課題を明確化した調査研究と

して優れている。

共同研究

研究課題 総合評価 評価結果のポイント

「高等教育機関に在籍 盲ろう学生を支援するためにどのような資質が必要かに

する盲ろう学生の教育 関しては一定のまとめを行っているが、養成カリキュラム

・日常生活支援専門家 に関するディスカッションが十分とはいえず、このカリキ

養成研修カリキュラム B ュラムに関して説得力のある分かりやすいものが示されて

の開発」 いるとは言い難い。研修カリキュラムの作成は、支援体制

（２年計画の２年次） に対して大きな成果を生むと思われるので、今後に期待し

たい。

ガイドブック

研究課題 総合評価 評価結果のポイント

、 、「慢性疾患、心身症、 幅広い内容で 分かりやすくまとめられていることから

情緒及び行動の障害を 教育現場での活用が非常に期待できる。また、分かりやす

伴う不登校の経験のあ B い文章、図表の配置などの工夫が窺えることから、評価で

る子どもの教育支援に きる研究としてまとめられている。

関するガイドブック」 なお、保護者等にとっては内容的に難しい面があると思

われる。

３ 研究成果の発表状況

（１）研究成果の発表論文数等

研究成果としての発表論文数は２４７本であり、発表形態別の論文数は本研究所研究

紀要７本、大学等紀要等４件、各研究課題の成果報告書１３３本、学術雑誌１２本、学

会大会口頭発表等５９本、単行本３２本である。これらの論文は、特殊教育の教員、研

究者の教育実践や研究等に役立つものと期待される。また 「国立特殊教育総合研究所、
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研究紀要第３２巻 「国立特殊教育総合研究所教育相談年報２６号」は、ホームページ」、

へ掲載した。

これらのほかにも、教育関係団体・機関の雑誌・機関誌等への発表・寄稿等が４４件

あり、研究成果の普及に努めている。

（２）研究成果の被引用状況

学会誌等における本研究所の研究成果に関する被引用状況は、日本特殊教育学会の学

会誌である「特殊教育学研究」において、平成１７年度は９論文であった。

４ 研究成果の活用・普及状況

研究成果は研究紀要や報告書としてまとめられ全国の特殊教育諸学校、教育センター

等へ配布するとともに、セミナーを開催して普及を図っている。また、研修の講義等に

も活用している。

（１）セミナーの開催状況と成果の活用例

平成１５年度から従来の特殊教育セミナーを国立特殊教育総合研究所セミナーに改称

、 、 、 、 、して ２回開催し 基調講演 パネルディスカッション プロジェクト研究の成果発表

、 。 、 、分科会 パネル展示等を行った 研究成果の発表等をもとに 参加者にできるだけ発言

意見交換ができるように配慮した。

ア 国立特殊教育総合研究所セミナーⅠ：平成１８年１月１７日～１８日

・ 参加者数：７０６名（２日間延べ１，２７６名）

イ 国立特殊教育総合研究所セミナーⅡ：平成１８年２月２２日

・ 参加者数：７２１名

・ 発表した成果

「養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた教育的

支援に関する研究－知的障害養護学校における教育課程、指導法、環境整備

を中心に－」

・ パネル展示により発表した成果

「養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた教育的

支援に関する研究－知的障害養護学校における教育課程、指導法、環境整備

を中心に－」

「小・中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導に関する研究

－ＬＤ、ＡＤＨＤの指導法を中心に－」

「特別支援教育コーディネーターに関する実際的研究」

「 個別の教育支援計画』の策定に関する実際的研究」『

「障害のある児童生徒等の教育の総合的情報提供体制の構築と活用に関する実

際的研究」

「拡大教科書作成システムの開発とその教育効果の実証的研究」

「慢性疾患児（心身症や不登校を含む）の自己管理支援のための教育的対応に

関する研究」

「軽度知的障害学生に対する高等教育機関等における支援体制に関する研究」

「養護学校における動物とのふれあいに関する教育活動ガイドブック」

「子どもと知り合うためのガイドブック（運動に重度の障害のある子どもの意

思表出支援に関する研究 」）

「障害のある子どもの教育相談マニュアルVer.１『はじめての教育相談 」』
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「障害のある子どもの教育相談マニュアルVer.２『地域を支える教育相談 」』

「ＩＣＦ（国際生活機能分類）活用の試み ー障害のある子どもの支援を中心

にー」

（セミナーの詳細及び刊行物については 「 情報普及活動」を参照のこと ）、 。Ⅳ

（２）養護学校等における指導や教育相談における活用例

研究の成果として制作されたガイドブックや障害者用に開発された各種教材・教具が

教育現場で活用されている。現時点で利用されている例を以下に示す。また、障害のあ

る子どもの教育では、個々のニーズに合わせた適切な指導が求められるため、それぞれ

の事例に対して、長年培われた研究成果等を踏まえた指導助言が必要となる。

その意味においても研究活動の成果は、養護学校等における指導や教育相談において

られている。役立て

（活用教材・教具等の例）

・拡大教科書

・ 拡大教科書」作成マニュアル「

・ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症の子どもの指導ガイド

・ＬＤＩ(ＬＤ判断のための調査票）

・ブックレット「なにかできるかな？なにができるかな？（試作版 」）

・横浜市南部地域療育センターにおける指導助言

・低床型スクータ

・教育相談活用事例の提供

・子どもと教師のための支援シート

・施設職員間のテキストとしての活用事例

・ 個別の教育支援計画」策定に関する事例集「

・自閉症教育実践ガイドブック

・自閉症教育実践ケースブック

・鹿嶋市総合福祉センターにおける指導助言

・重度・重複障害児の学習到達度チェックリスト

・電子レーズライタ

・教育用コンテンツ

・ 慢性疾患、心身症、情緒及び行動の障害を伴う不登校の経験のある子どもの教育支「

援に関するガイドブック」

（３）研修における活用例

本研究所が実施している長期及び短期研修や各種講習会での講義・研究協議等におい

ては、これまでの研究成果や蓄積された各種の資料を活用・反映させ、内容の充実を図

っている。研修において教育機器等の製作等の演習を行う際にも、研究成果が活用され

ている。

また、これらの講義・研究協議等における研修員などの質問、意見などを研究を進め

る上で参考としている。

今後もより学校現場に役立つ研究を推進していくために、研修員の研究活動への参加

を促進したり、研究活動へのより良き反映のため、研修の内容も検討していく。

（活用の例）

・ ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症の子どもの指導ガイド」「
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・ ＬＤＩ(ＬＤ判断のための調査票 」「 ）

・ 自閉症教育実践ケースブック」「

・ 自閉症教育実践ガイドブック」「

・ Ｗｅｂアクセシビリティ調査結果」「

・ 拡大教科書作成マニュアル」「

・ グラフィック出力用点字プリンタ」「

・ 触る絵本」「

（研修・講習の詳細は 「 研修事業」を参照のこと ）、 。Ⅱ

５ 国及び地方公共団体等の施策への寄与

文部科学省をはじめとして、地方公共団体等の施策に関連する協力者会議等に、委員あ

るいはオブザーバーとして研究員等が参加・協力し、種々の特殊教育あるいは通常教育の

施策に寄与している。

文部科学省、都道府県等への協力などの主なものは、次のとおりである。

（１）文部科学省関係

ア 協力者等会議

・ 教育課程の改善のための教育研究開発に関する教育研究開発企画評価委員会「

専門委員会委員及び協力者」 １名

・ 特殊教育教員資格認定試験専門委員会委員」 １名「

・ 教育研究開発企画評価会議専門委員会協力者」 １名「

・ 特別支援教育研究開発運営指導委員会運営指導委員」 １名「

・ 文部科学省研究開発学校（筑波大学附属久里浜養護学校）運営指導委員」 １名「

・ 点字教科書編集協力者会議「数学」副主査」 １名「

・ 盲学校点字教科書（英語）編集協力者」 １名「

・ 盲学校点字教科書原典の選定基準の作成等に関する調査協力者会議協力者」 １名「

イ 国の施策へ寄与するプロジェクト研究

・ 養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特性に応じた教育的支援に「

関する研究－知的障害養護学校における指導内容、指導法、環境整備を中心に－」

・ 小中学校に在籍する特別な配慮を必要とする児童生徒の指導関する研究－ＬＤ、Ａ「

ＤＨＤの指導法を中心に－」

・ 特別支援教育コーディネーターに関する実際的研究」「

・ 小・中学校における障害のある子どもへの教育の支援体制に関する研究」「

・ 個別の教育支援計画』の策定に関する実際的研究」「『

・ 拡大教科書作成システムの開発とその教育効果の実証研究」「

・ 交流及び共同学習に関する実際的研究」「

（２）他省庁、地方公共団体等関係

・厚生労働省「発達障害者支援に関する勉強会」有識者メンバー １名

・経済産業省「アクセシブルデザイン標準化にかかわる触知図表記方法における

標準化に関する検討小委員会委員 １名
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・国立身体障害者リハビリテーションセンター運営委員 ２名

・筑波大学特殊教育教員資格認定試験視覚障害教育専門委員会委員 １名

・筑波大学附属久里浜養護学校評議員 １名

・筑波大学附属久里浜養護学校校医 ２名

・神奈川県教育委員会：かながわ人づくりフォーラム運営委員 １名

・神奈川県教育委員会教育局「新たな養護学校再編整備検討協議会」委員 １名

・神奈川県特別支援教育体制推進事業巡回相談員 １名

・川崎市教育委員会「平成１７年度川崎市特別支援教育推進委員会」委員 １名

・横須賀市教育委員会相談支援チーム協力委員 １名

・横須賀市児童審議会委員 １名

・横浜市軽度発達障害児支援事業「支援チーム」委員 １名

・横浜市特別支援教育推進検討委員会委員 １名

・鎌倉市発達支援システム推進協議会委員 １名

・三浦市子育て支援課１歳６ヵ月児健康診査心理判定員 １名

・相模原市療育センター：療育相談指導員 １名

・神奈川県教育委員会：かながわ人づくりフォーラム運営員 １名

・東京都港区教育委員会：就学指導委員会委員 １名

・東京都特別支援教育体制推進事業指導助言者 １名

・東京都北区教育委員会「特別支援教育体制推進モデル事業評価委員会」委員長 １名

・東京都「都立高島養護学校学校運営連絡協議会」協議委員 １名

・大田区教育委員会「就学支援委員会」委員 １名

・中野区教育委員会「障害児学級指導」講師 １名

・調布市地域支援ネットワーク協議会委員長 １名

・熊本県ことばを育てる親の会特別顧問 １名

・全国公立学校難聴・言語障害教育研究協議会研究協力者 ２名

・全国特別支援教育研究連盟機関誌発達の遅れと教育編集委員 １名

・日本ＬＤ学会研究委員会委員 １名

・日本ＬＤ学会雑誌「 研究」常任編集委員 １名LD

・日本教育心理学会編集委員 １名

・日本肢体不自由教育研究会運営委員 １名

・日本自閉症協会理解啓発ビデオ作成委員 １名

・日本睡眠学会評議員 １名

・日本認定心理士会評議員 １名

・日本てんかん学会評議員 １名

・日本発達障害学会機関誌「発達障害研究」常任編集委員 １名

・日本福祉心理学会理事 １名

・放送教育研究会全国大会指導講師 １名

・日本ロービジョン学会評議員 １名
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・日本弱視教育研究会副会長 １名

・日本特殊教育学会理事 １名

・神奈川ロービジョンネットワーク」副代表世話人 １名

・ヒューマンインタフェース学会「ヒューマンインタフェースシンポジウム

2005」プログラム委員 １名

・科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業(ＣＲＥＳＴ)「脳の機能発達と

学習メカニズムの解明」領域アドバイザー １名

・電子情報通信学会「英文論文誌ヒューマンコミュニケーション特集Ⅱ」編集委員１名

・電子情報通信学会「福祉情報工学研究会」幹事 １名

・電子情報通信学会・情報処理学会「情報科学技術フォーラム」担当委員 １名

・東京ＹＷＣＡキッズガーデン 乳幼児療育事業 「運営協議会」委員 １名( ）

・特殊教育教員資格認定試験特殊教育一般専門委員会委員 １名

・特定非営利活動法人日本肢体不自由教育研究会運営委員 １名

・独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構研究評価委員 １名

・独立行政法人日本学術振興会「科学研究費委員会」専門委員 １名

・財団法人日本博物館協会「誰にもやさしい博物館事業バリヤフリー」委員 １名

・社団法人交通バリアフリー協議会「調査研究委員会」委員 １名

・財団法人テクノエイド協会ISO/TC173/SC2国内委員会委員 １名

・財団法人ベルマーク教育助成財団評議員 １名

・社会福祉法人横須賀たんぽぽの郷評議員 １名

・相模原市療育センター療育相談指導員 １名

６ 外部資金の活用状況

（１）科学研究費補助金

平成１７年度の科学研究費補助金申請数は、継続２１課題・新規２０課題の計４１課

題であり、そのうち継続２１課題・新規８課題の２９課題が採択された。新規課題の採

択率は４０％であり、継続分も合わせた採択率は７１％に達した。

また、補助金総額は６５４２０千円であった。,
（直接経費 ６４１００千円 間接経費 １３２０千円）, ,
（ 科学研究費補助金の採択状況の詳細は「別紙 ４」のとおりである ）。

各研究毎の課題は以下のとおりである。

研究種目 研 究 課 題 名 研究代表者（所属部）

基盤研究（ ） １ 中村 均（教育研修情報部）A ) 特殊教育用ブロードバンド対応コンテンツと高度アクセ

シビリティ支援ツールの開発

２ （教育支援研究部）) 聴覚言語障害児のリテラシーを高めるコミュニカティブ 小田 侯朗

アプローチの研究と教材開発基盤研究（ ）B

（教育支援研究部）３ 「盲ろう二重障害」インターネット教員研修システム構 中澤 恵江）

築に向けた調査・開発研究
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４）知的障害のある人の生涯学習における支援プログラム

（教育支援研究部）の開発に関する研究－社会及び個人のヒストリーとネ 小塩 允護

ットワークの検討による－

（教育支援研究部）５）視覚障害児・者のコンピュータ利用における理解しや 渡辺 哲也

すい漢字詳細読みに関する研究

（ ）６）障害児者用日本語版高度シンボルコミュニケーション 大杉 成喜 教育研修情報部

・デバイスと学校カリキュラム開発基盤研究（ ）B

（教育支援研究部）７）病気を理由に長期欠席した児童生徒の実態と教育的ニ 西牧 謙吾

ーズに関する調査研究

８）視覚障害教育のための３次元ＣＡＤを活用した２次元 大内 進（企画部）

画像の立体的翻案に関する研究

９）幼児教育における教師の保育観の日米比較文化研究－ 小田 豊（理事長）

ビデオ刺激法による検討－

）外国在留邦人に対する特別支援教育に関する相談支援 後上 鐵夫（企画部）10

体制の構築

）フランス通常学校における特殊教育施設による支援サ11

ービスＳＥＳＳＡＤの成立と評価－わが国の小・中学 棟方 哲弥（企画部）

校における障害のある子どもの特別支援教育体制への

寄与－

12) 重度・重複障害児における共同注意の障害と発達支援 徳永 豊（企画部）

に関する研究

（教育研修情報部）13）言語障害教育における現場指向型教員研修プログラム 松村 勘由

開発と研修教材データベースの構築

（ ） （ ）基盤研究 Ｃ 教育相談センター14）障害乳幼児を抱えて就労している保護者に対する地域 小林 倫代

の特色を生かした教育的サポート

）点字使用者のための漢字学習プログラム及び教材の開 澤田 真弓（教育支援研究部）15

発

） による車椅子活動支援プログラムの開発 當島 茂登（教育支援研究部）16 Psychomotorik

とその評価

）学校内組織を活かした軽度発達障害教育への実証的研 廣瀬由美子（教育支援研究部）17

究

）視覚障害のある乳幼児の早期支援コーディネートに関 新井千賀子（企画部）18

する研究

）ＬＤ，ＡＤＨＤ等で適応障害のある児童生徒の心理・ 武田 鉄郎（教育支援研究部）19

行動特性及び支援体制に関する研究

20) Ｐｅｅｒ型ロボットによる知的障害児・者のための新 棟方 哲弥（企画部）

萌芽研究 しいインターフェースの開発と評価

）我が国の障害児教育の経費策定と評価に関する研究 藤本 裕人（企画部）21

22) 協同学習による学習障害児支援プログラムの開発に関 涌井 恵（教育支援研究部）

する研究－学力と社会性と仲間関係の促進の観点から－

若手研究（B） 23) 通常の学級の児童が障害について学び理解を深めるた 久保山茂樹（教育支援研究部）

めの教材と学習プログラムの開発
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24) 聾学校の地域貢献の目標・評価項目チェックリスト作

成に関する研究－機関連携しながらの個別指導計画の 横尾 俊（企画部）

作成とその評価についての検討を中心に－

25) 保護者が管理・活用する個別の支援計画の開発に関す

（ ）若手研究（B） る研究－自閉症を併せ有する児童生徒の地域生活支援 齊藤 宇開 教育支援研究部

プログラムの開発－

26) 個別の教育的支援計画作成を支援するＩＣＦダイヤグ 渡邉 正裕（教育研修情報部）

ラム自動生成システムの設計と開発

27) 自閉症児における動作の認知と模倣に関与する脳機能 玉木 宗久（教育支援研究部）

28) 視覚障害者の視覚・聴覚・触覚認知特性の解明に関す 渡辺 哲也（教育支援研究部）

特定領域研究 る研究

29) 点字触読時の触圧と運指に注目した効率的な点字触読 渡辺 哲也（教育支援研究部）

指導法の考案

７ まとめと今後の課題

平成１７年度の研究活動についてはこれまで述べてきたとおりであるが、政策課題である

プロジェクト研究において、７課題のうち６課題がＡの評価を得た。研究成果の公表におい

ては研究報告書の刊行に留まらず、ガイドブック等の形式で教育現場のニーズに直結した成

果報告に努めてきた。例えば 「養護学校等における自閉症を併せ有する幼児児童生徒の特、

性に応じた教育的支援に関する研究」では 「自閉症教育実践ケースブック－より確かな指、

導の追究－」をまとめ 「特別支援教育コーディネーターに関する研究」では 「特別支援教、 、

育コーディネーター実践ガイド 「特別支援教育コーディネーター養成研修マニュアル」を」

とりまとめた 「小中学校における障害のある子どもへの教育の支援体制に関する研究」で。

はガイドブック「小・中学校における子どもへのアプローチ」を刊行した。ナショナルセン

ターとして求められている研究活動を着実に積み上げてきているといえる。

課題別研究においても、現実の障害種別の課題等に即応的に対応し 「生活単元学習を実、

践する教師のためのガイドブック 「盲・聾・養護学校高等部のための情報教育ガイドブッ」

ク 「肢体不自由のある子どものための自立活動の手引」等を研究成果としてまとめること」

ができ、本研究所の研究の成果を教育現場へ反映するというミッションの実現に向けて着実

に努力してきているといって良いのではないだろうか。今後、教育現場等のニーズに対応し

たタイムリーな成果のアウトプットに、より一層努めていかなければならないものと認識し

ている。

なお、平成１８年度以降の研究活動については、これまで以上に課題の選定に配慮するこ

とで、引き続き、政策の立案、施策の充実に貢献し、現場の喫緊のニーズに応える研究活動

を推進するとともに、研究紀要を含めた研究成果の充実と飛躍的な普及、より優れた次代の

教育システム構築のための先導的な研究など、データに基づく説得力のある研究の企画立案

・実施を、より一層推進する必要があると考えている。


